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第第１１章章  定定住住化化かからら元元気気をを  

第第１１節節  快適な社会基盤のあるまちづくり  

 

 

 １ 道路交通体系の整備 

 

（１）現状と課題 

当町の道路網は、国道 19 号、国道 256 号、主要地方道中津川南木曽線・中津川

田立線・飯田南木曽線、一般県道南木曽停車場線が幹線を形成し、これに連絡す

る町道などの支線により構成されています。 

国道 19 号は、最も重要な幹線道路であると同時に、生活道路として重要な路線

ですが、観光シーズンの渋滞や交通事故による長時間の通行止めは、住民の生活

に支障を来しており、渋滞の解消、交通事故発生時・災害時の代替路線の確保が

大きな課題であり、木曽川右岸道路の全線開通へ向けた整備促進が望まれていま

す。 

妻籠・蘭広瀬地区と昼神・飯田地区を結ぶ国道 256 号は、観光道路・広域幹線

道路・地域産業道路としての機能の向上と、安全施設の整備が求められています。 

また、主要地方道中津川田立線は、田立地区の生活道路であるだけでなく、文

化的・経済的に結びつきが強い中津川市に繋がる重要な道路であるとともに、リ

ニア中央新幹線中間駅へのアクセス道路としての整備促進が望まれています。 

中津川南木曽線は、妻籠宿と馬籠宿を結ぶ観光道路ですが、木曽地域が日本遺

産に認定されたことや、中央道神坂スマートインターの設置により交通量の増加

が見込まれることから、道路の拡幅整備が望まれます。 

町道については、日常生活に密着した１級・２級町道を中心に新設・改良を進

めていますが、地形的条件等により建設費が増大していることや、橋梁や舗装な

どの維持補修経費も増大し、町道の安全を確保するための整備が進まないのが現

状です。そして、災害時における避難・輸送の円滑な道路網を整備することも課

題となっています。 

 

（２）施策の方向 

住民生活を守るうえで、道路はもっとも大切なインフラ整備です。日本遺産の

認定による交通量の増加や、リニア中央新幹線の整備に対応した道路整備により、

安全で円滑な運行の確保ができるよう国道・県道・町道の計画的な整備を図り、

道路交通体系の確立を目指します。 

また、町道の安全を確保するため、計画的な維持補修を図ります。また、災害

時における避難・輸送のための道路網の整備を図ります。 
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（３）主要施策 

１ 総合的な道路網整備の推進 

地域産業の振興や生活道路、地域開発計画、災害時の避難・輸送などを踏ま

え、長期展望に立った道路網整備計画を樹立します。 

 

２ 国道 19 号、国道 256 号、木曽川右岸道路、中津川田立線、中津川南木曽線等

の道路整備の促進 

国道 19 号の安全な通行を確保するため、関係機関に交差点の改良やバイパス

化を要望します。国道 256 号は、広域幹線道路・地域産業道路としての機能の

向上と安全施設の整備、さらに観光ルートとしての景観整備を関係機関に対し

て強く要望します。 

また、木曽川右岸道路は、国道 19 号の代替路線として県営・代行制度の活用

により整備の促進に努めます。 

主要地方道中津川田立線・中津川南木曽線は、文化的・経済的に結びつきが

強い中津川市に繋がる重要な道路であるとともに、リニア中央新幹線中間駅や

高速道路網へのアクセス道路としての整備促進を関係機関に対して強く要望し

ます。 

 

３ 町道の改良整備の促進 

児童、生徒、老人等の交通弱者が、安全に利用できる道路環境に努め、更に

日常生活の利便性を高めるため、住民の理解と協力を得ながら町道の新設・改

良、舗装の修繕など計画的に整備を進めます。また、災害時における避難道路・

輸送道路となる道路網の円滑な整備を進めます。 

 

４ 農林道の改良整備の促進 

農道や林道は、農林業振興を進めるために重要な道路であり生活道路でもあ

るため、地域の要望を踏まえ農地や森林の保全確保を図りながら、計画的な整

備を進めます。また、防災上重要な「JR 跨線橋」「与川大橋」については、耐

震改修等の長寿命化事業を実施します。 

 

５ 交通安全と潤いのある道路環境の確保 

交通安全施設などの機能や道路沿いの土地の緑化、デザインの充実、歩行者

空間の確保など潤いのある道路づくりに努めるとともに、道路環境美化など住

民による道路愛護思想の高揚を図り、積極的な道路愛護活動を推進します。さ

らに、木曽が日本遺産に認定されたことに伴い、観光ルートとしての景観整備

を進めます。 

 

６ 橋梁や舗装などの交通インフラの長寿命化 

  町が管理する橋梁については、平成 29 年 3 月末で 217 橋あります。10～15 
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年後には築 50 年以上の橋が半数を超えます。そこで、平成 23 年度に策定した

橋梁長寿命化修繕計画により維持補修を進めます。また、舗装については、平

成 27 年度に実施した道路ストック点検結果により舗装修繕を進めます。 

 総戦※1-3-2 道路交通基盤の整備 建設環境課 

 総戦 2-1-1 広域交流道路の整備 建設環境課 
 

―説明― 

※ 総戦 南木曽町地方創生総合戦略に位置付けている施策番号（○－○－○）と施策名、担当課 

 

（４）達成目標 

  ５年前※1  現在※2  ５年後※3 ７年後※4 

町道改良率 57.5% 58.9% 61.0% 61.0% 
 

―説明― 

※１【５年前】平成 23 年を示します。 

※２【 現在 】平成 29 年度データがないことから、平成 28 年を示します。 

※３【５年後】令和４年を示します。 

※４【７年後】令和６年を示します。 

 

 

道路延長 

(平成 29 年 3月 31 日現在 国土交通省・建設事務所調)   (平成 29 年 3月 31 日現在 建設環境課・産業観

光課調) 

国道 19 号・・・・・・・・・・・11,633.0ｍ       町道・・・・・・・・・・・・・163,140ｍ   

国道 256 号・・・・・・・・・・ 14,902.7ｍ       農道・・・・・・・・・・・・・ 46,453ｍ 

主要地方道中津川南木曽線・・・ 4,792.3ｍ       林道(一般)・・・・・・・・・・ 26,877ｍ 

  〃  中津川田立線・・・・ 3,316.9ｍ       林道(国有)・・・・・・・・・・190,155ｍ 

  〃  飯田南木曽線・・・・ 7,480.4ｍ     

県道南木曽停車場線・・・・・・ 2,251.7ｍ 

 

町道・橋梁状況           (平成 29 年 3月 31 日現在/単位：ｍ) 

 

橋梁箇所数・・・217 橋 

 

 

 

 

 

実延長 
種類別内訳 路面別内訳 

道路延長 橋梁延長 砂利道 舗装道 

163,140 160,018 3,122 46,075 117,065 
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町道改良・橋梁状況                           (単位：ｍ) 

 

区分 

年度 
総延長  改良延長 改良率(％) 舗装延長 舗装率(％) 

平成 18 年度 

平成 19 年度 

平成 20 年度 

平成 21 年度 

平成 22 年度 

平成 23 年度 

平成 24 年度 

平成 25 年度 

平成 26 年度 

平成 27 年度 

平成 28 年度 

161,312 

161,379 

161,406 

161,401 

162,089 

162,358 

162,290 

162,531 

162,818 

162,980 

163,140 

91,147 

91,234 

92,003 

92,025 

93,031 

93,429 

93,772 

94,344 

94,636 

95,387 

96,027 

56.5 

56.5 

57.0 

57.0 

57.4 

57.5 

57.8 

58.0 

58.1 

58.5 

58.9 

114,609 

114,676 

115,103 

115,067 

115,805 

116,120 

116,053 

116,364 

116,652 

116,896 

117,065 

71.0 

71.1 

71.3 

71.3 

71.4 

71.5 

71.5 

71.6 

71.6 

71.7 

71.8 



第10次南木曽町総合計画 基本計画 第１章 第１節  

- 45 - 

 

第第１１章章  定定住住化化かからら元元気気をを  

第第１１節節  快適な社会基盤のあるまちづくり  

 

 

 ２ 公共交通機関の充実  

 

（１）現状と課題 

当町の公共交通機関は、ＪＲ東海による列車運行と町営の地域バス運行が大き

な柱となっています。 

ＪＲ東海については、乗降客の減少を理由に平成 24 年 10 月から南木曽駅が無

人化されたことを受け、町がＪＲ東海との契約により窓口業務を行っています。 

乗合バスは、平成 18 年度までバス事業者により運行されていましたが、自家用

車の普及、人口の減少及び観光客の減少などの要因から、運行継続はもはや限界

であるとして、バス事業者は撤退を決定しました。町では、住民からの存続要望

もあり、従前の路線を引き継ぐ形で町営バスとして、平成 19 年度から運行を開始

しました。 

山間地であり町の中心部から山間部の谷あいに放射状の集落が点在している地

理的条件のため、必然的に横断的な循環運行でなくピストン輸送式の運行形態と

なり、非効率的な状況にあります。 

また、少子高齢化・過疎化に伴う利用者人口の減少が利用率の低下へ繋がって

行きますが、高齢化、独居化が進んでおり、通院、買い物などの足の確保のため、

費用対効果には反するが、運行拡充が求められています。 

引き続き利便性を向上させ、利用者の拡大と利用促進及び柔軟な制度運用に取

り組む必要があります。 

 

（２）施策の方向 

地域住民や観光客の重要な交通手段である列車運行については、ダイヤ改正に

よる利便性の確保と充実への要望活動を継続的に取り組みます。また、町との契

約となった南木曽駅の窓口業務については、円滑な運営に努めます。 

町営バスは、地域住民の移動手段として地域バス（幹線バス、通院バス、スク

ールバス、通園バス及び乗合タクシー）を運行し、利用者の拡大と利用促進を図

りながら、利用者数の維持を目標に生活交通の確保を図ります。 
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（３）主要施策 

１ ＪＲ中央本線対策の推進 

住民の通勤・通学における生活交通として、また、町を訪れる観光客の交通

手段として、列車の増発、特急の停車について要望活動を推進します。 

ＪＲ東海との契約により町が行うこととなった南木曽駅の窓口業務について

は、その充実と継続運営に努めます。 

 

２ 地域バス対策 

高齢者・通学者など、自らが交通手段を持たない交通弱者の通院・買い物・

通学等の移動手段を確保するため、安全運行に努めながら路線を維持・存続さ

せていきます。 

利用頻度の高い時期、曜日、時間帯など利用者ニーズにあった運行に努める

とともに、利用実態の調査・検証を行い、事業の見直し等による効率化を図り

ます。 

一部の地域では、バス停に出ることが困難な集落もあり、外出する際にはタ

クシーを利用している実態があるため、乗合タクシーの拡充を図りながら、住

民の利便性と福祉の向上に努めます。 

また、地域公共交通を持続的に運営していくため、地域公共交通協議会とと

もに、費用対効果も考慮しながら、総合的な見地から制度運用、料金体系や割

引・優遇制度を検討します。 

 総戦 1-3-2 地域バス・乗り合いタクシーの運行、地域バスの利用促進 戦略室 

       南木曽駅窓口業務の運営 産業観光課 

（４）達成目標 

 ５年前 現在 ５年後 ７年後 

年間バス利用者数 42,891 人 55,408 人 60,000 人 24,000 人 

 

 路線別バスの年間利用者数（人）             【各年度 成果報告書】 

 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

保神線 18,518 19,310 19,583 20,735 21,312 

馬籠線 19,474 22,347 23,372 27,672 30,476 

与川線 504 457 450 406 320 

北部線 14 5 4 13 3 

田立線 4381 4,188 4,031 4,104 3,297 

計 42,891 46,307 47,440 52,930 55,408 
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第第１１章章  定定住住化化かからら元元気気をを  

第第１１節節  快適な社会基盤のあるまちづくり  

 

 

 ３ リニア中央新幹線への対応  

 

（１）現状と課題 

リニア中央新幹線は、全国新幹線鉄道整備法の基本計画路線に位置付けられて

いる「中央新幹線」を、東京品川を起点に、相模原、甲府、飯田、中津川、名古

屋を通過地として、大阪市を終点としています。 

 ＪＲ東海では、平成 39 年に東京～名古屋間開業と位置付け、現在、水道水源保

全地区内行為の事前協議等の手続きを進めています。 

 現在の計画では、当町地域内の地下をトンネルにより通過する計画となってお

り、非常口２カ所及び本坑約 10 ㎞の掘削により、約 180 万㎥の土砂が掘り出され

ることになります。また、妻籠地区の水道水源の直下をトンネルが通る計画とな

っており、長野県環境審議会での技術的判断が待たれるところです。住民の生活

環境に支障が出ないこと、支障が出た場合でも最小限となるよう、しっかりとし

た交渉が求められています。 

 リニア中央新幹線の開業によって観光交流人口の増大や雇用の拡大、定住・移

住の推進等による地域活性化が期待される半面、工事によって自然環境や景観、

資源などに与える影響や工事車両の通過や残土処理問題などが心配されていま

す。 

 

（２）施策の方向 

 町では、県や木曽広域連合、郡内外の関係市町村や岐阜県・中津川市などと

連携し、環境保全等の課題解決に向け、リニア中央新幹線対策協議会と共に取

り組みます。 

また、開業後の地域の将来を見据えたまちづくりについても、周辺自治体や地

域とともに検討を進めていきます。 
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（３）主要施策 

１ リニア中央新幹線の建設整備への対応 

  町では、県や木曽広域連合、郡内外の関係市町村や岐阜県・中津川市など

と連携して、大規模工事などによる水源や周辺環境、地域文化への影響を最

小限にし、資源や景観が損なわれないよう国やＪＲ東海に更なる要請を行い

確実な保全対策の実施を図るとともに、アクセス道路等の整備を国・県等の

関係機関に要望していきます。 

あわせて、工事車両の通行、発生土処理問題や斜坑トンネルの課題解決など

に向けた調整等適切に対応します。 

 

２ 地域づくりへの活用 

東京－名古屋間が開業すると当町から自動車で 1 時間圏内に中間駅が２駅

（飯田市・中津川市）と車両基地が中津川市に建設されます。リニアとそれを

取り巻く公共交通の利便性を高められるよう関係機関と検討すると共に、地域

資源を活かした観光や交流事業、産業振興・雇用の拡大、定住・移住に繋がる

地域の活性化施策の検討を県や関係市町村と連携を図る中で推進します。 
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第第１１章章  定定住住化化かからら元元気気をを  

第第１１節節  快適な社会基盤のあるまちづくり  

 

 

 ４ 上水道の整備   

 

（１）現状と課題 

当町の飲用水の供給は、簡易水道（町営）、簡易給水施設・飲用水供給施設（組

合営）、及び自家給水（個人）から構成されています。 

町営である簡易水道は、三留野・妻籠、北部、大山・蘭、川向、田立の５地区

に整備され、平成 29 年における計画給水人口は 3,943 人、１日 2,307 ㎥/日の配

水能力があり、簡易水道事業の普及率は 88.2%となっています。 

簡易水道事業については、近年の過疎化の進行に伴う世帯数の減少により水需

要が減少する中で、設備の老朽化による施設更新への投資が課題になっています。 

他方、国による地方公営企業の公営企業法適用化により、簡易水道事業の法適

用化による効率的・計画的な運営が求められています。法適用を進めながら策定

した経営戦略に基いて今後はより効率的な事業経営を進める必要があります。 

簡易給水施設・飲用水供給施設においては、従来からの水源の水量不足や施設

の老朽化等の問題に加え、人口の減少・高齢化による施設の維持管理が喫緊の課

題になっており、個人水道を含め将来的な地区水道のあり方を早急に検討しなけ

ればなりません。 

その他、簡易水道の水源地に近接して計画されているリニア中央新幹線の工事

により懸念される水源の減水・渇水への対応にも迫られています。 

また、近年全国で海外資本等による森林買収の事例が報告される中、当町にお

いても将来にわたる水源地の保全と確保のための取組が課題となっています。 

 

（２）施策の方向 

生活に欠かすことのできない飲料水を、将来にわたり安全かつ安定して供給す

るために、水道施設の計画的な更新・拡張を進めながら、新たな水源の確保や効

率的な水道施設の適正管理に努めます。 

また、経営戦略に基いた経営により簡易水道における有収率の向上を図るとと

もに、簡易水道未給水世帯の解消を進めます。あわせて公営企業法の適用化を進

め、持続的・効率的な水道事業経営を目指します。 

その他、外国資本等による森林買収や開発行為から水資源を守るために、地域

と連携して情報の収集に努めます。あわせて簡易水道水源付近を通るリニア中央

新幹線により起こり得る水源の減渇水に備え、水源の保全と代替水源の確保等具

体的な対策の実現を目指します。 
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（３）主要施策 

１ 経営戦略に基づいた上水道施設の維持と整備 

経営戦略に基いて老朽化した簡易水道施設を計画的に更新し、地域条件にあ

った水道施設の整備を進めます。また、維持管理費の低減のため施設統合を進

めながら、給水区域の拡張を検討し、維持管理が困難となっている小規模水道・

個人水道の解消を進めます。 

 

２ 公営企業法適用化の推進 

継続して安定的・持続的な水道事業経営を行っていくために、公営企業法の

適用化を進め、計画性のある健全な事業運営に努めます。 

 

３ 小規模水道に関する計画策定 

施設の老朽化や維持管理等が課題となっている小規模水道については、全小

規模水道の基本的な情報の整理を行い、管理組合の意向を踏まえながら施設の

更新・改良や統合検討等の計画策定を進めます。 

 

４ 水源対策の推進 

将来にわたる安定した水源確保のため、リニア中央新幹線工事における簡易

水道水源地の減渇水対策については、国や県、水源地権者へ協力を求め、既存

の法例等の活用による水源の保全及び新たな水源確保等のあらゆる対策を検討

し、最善の対応を行うことで地域住民が安心して生活できる環境を守ります。 

また、現在公的な規制が無い水資源や水源地等については、小規模水道組合

や水源地権者に協力を求めるとともに、水源を保全するための対策を検討しま

す。 

 

（４）達成目標 

 ５年前 現在 ５年後 ７年後 

簡易水道普及率 88.0% 88.5% 90.1% 90.1% 
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簡易水道の状況及び平成 28 年度の実績 
    

簡易水道名 

区分 

三留野 

・妻籠 
北部 

大山 

・蘭 
川向 田立 合計 

計画給水人口(人) 2,385 291 1,200 400 1,140 5,416 

給水区域内現在人口(人) 1,607 264 750 313 897 3,831 

現在給水人口(人) 1,594 256 750 313 896 3,809 

給水戸数(戸) 687 90 332 132 363 1,613 

水源の種類 

表流水 1 - 1 - 2 4 

伏流水 - - 2 1 1 4 

湧 水 2 4 - - - 6 

１日平均配水量(㎥) 813 135 237 233 329 - 

１日最大配水量(㎥) 1,086 187 357 474 495 - 

年間配水量(㎥) 295,662 59,439 84,981 74,794 95,673 610,549 

有収水量(㎥) 170,653 23,763 60,608 37,639 83,918 376,581 

有収率(％) 57.70 40.00 71.30 50.30 87.70 61.70 

 

小規模水道の状況                    平成 29 年３月 31 日現在 

水道名 地 区 水源の種類 給水戸数(戸) 給水人口(人) 

向田水道 与川一区 表流水 4 9 

柿平水道 〃 表流水 14 46 

南野水道 与川三区 伏流水 5 23 

小川野平水道 〃 伏流水 7 20 

学校平水道 与川五区 湧水・伏流水 4 10 

川合平水道 与川四区 伏流水 9 23 

坂本平水道 与川五区 表流水 6 25 

胡桃田水道 与川三区 表流水 19 60 

上の原下の平水道 上の原 伏流水 9 25 

上の原下 6戸水道 〃 湧水・伏流水 6 19 

十二兼 上 水道 十二兼 表流水 
28 71 

十二兼 下 水道 〃 表流水 

前の畑水道 岩倉 伏流水 6 25 

金知屋水道 金知屋 表流水 5 17 

大妻籠上の平 大妻籠 表流水 6 11 

大高取水道 上在郷 表流水 6 15 

三軒屋水道 〃 表流水 4 14 

夏焼水道 幸助 表流水 3 6 

富貴畑水道 奥志水 表流水 1 

 

1 

計 19 施設 142 420 
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第第１１章章  定定住住化化かからら元元気気をを 

第第１１節節  快適な社会基盤のあるまちづくり  

 

 

 ５ 下水道の整備 

 

（１）現状と課題 

住民の定住促進を図るためには、住環境の整備は不可欠であり、南木曽町にお

いても継続的な下水道整備・合併浄化槽設置を進める必要があります。 

当町の下水道は、下水道計画における集合処理方式として、特定環境保全公共

下水道事業の妻籠地区、農業集落排水事業の蘭・広瀬地区を整備し、平成 12 年度

から供用を開始しています。また、下水道計画区域外における個別処理方式の合

併浄化槽設置事業については、浄化槽市町村整備事業（町設置型）、浄化槽設置補

助事業（個人設置型）による整備を促進しており、生活排水の水質改善は確実に

進んでいます。 

しかしながら全国的に人口減少が進行し当町の過疎化に歯止めがかからない

中、今後の事業経営はより厳しさが増すことが予想されます。近年は国により地

方公営企業の公営企業法の適用化が進められ、当町の下水道事業についても法適

化による効率的・戦略的な運営が求められています。 

今後の事業推進にあたっては企業会計（特定環境保全公共下水道事業・農業集

落排水事業）・公会計（浄化槽市町村整備事業）への移行を進めるとともに、集合

処理方式による下水道施設では長寿命化計画や経営戦略に基づき、計画的な設備

更新と維持管理に努めつつ経営の安定化を推進する必要があります。 

また、合併浄化槽設置事業については、経営戦略の策定を検討しながら平成 19

年度の下水道事業の見直しによる三留野地区の浄化槽市町村整備推進事業を今後

も推進する必要があります。 

 

（２）施策の方向 

下水道整備計画に基づき計画的に整備を推進し、自然環境の保全と快適な生活

の確保に努めます。 

また、下水道事業の健全な財政運営を図るため、会計の公会計化を進め、経営

戦略に基づく安定的経営と事業の効率化を目指します。その他下水道施設におけ

る長寿命化計画等、長期的な改修計画に基づく設備更新・維持管理に努めます。 

 

（３）主要施策 

１ 経営戦略に基づいた下水道事業の推進 

  下水道整備計画により下水道事業を効率的に推進しつつ、同時に経営戦略に

基づいた計画的な事業経営を進めます。 
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また、合併浄化槽整備の推進により、町内全世帯における水洗化を目指しま

す。 

 

２ 公営企業法適用化の推進 

  将来にわたり安定的・持続的な事業運営を行っていくために、下水道事業に

ついては公営企業法の適用化を進めます。また、合併浄化槽設置事業について

も公会計への移行を進めます。 

 

３ 下水道事業の整備 

下水道計画における集合処理方式として整備した妻籠地区、蘭・広瀬地区に

おいては引き続き適正な維持管理に努めます。特に妻籠地区の特定環境保全公

共下水道事業は策定した長寿命化計画に基いて計画的な設備更新を進めるとと

もに、将来的な蘭・広瀬地区との設備統合に向けて具体的な検討を進めます。 

個別処理方式による合併浄化槽設置事業については、浄化槽市町村整備事業

（町設置型）、浄化槽設置補助事業（個人設置型）により今後も住民の理解と協

力を得ながらより一層の整備に努めます。 

 

４ 生活排水事業の普及に関する意識向上・啓発活動 

現在全国の水洗化率は 90％を超え、下水道への接続や浄化槽設置は一般化し

ています。当町でも水洗化率は 80％近くまで向上していますが、環境保全への

意識が高まっている昨今、今後も更なる普及を進める必要があります。将来に

わたり快適な生活環境を維持していくために、生活排水事業や補助制度等の周

知を進め、住民への水洗化の普及・啓発を図ります。 

 

（４）達成目標 

 ５年前 現在 ５年後 ７年後 

水洗化率 73.2% 78.9％ 85.0% 82.4% 

   

 ■特定環境保全公共下水道（妻籠）       ■農業集落排水事業（蘭・広瀬） 

処理区域内人口 336 人 

 

処理区域内人口 739 人 

水洗化人口 312 人 水洗化人口 629 人 

水洗化戸数 176 戸 水洗化戸数 316 戸 

１日平均処理水量 102 ㎥ １日平均処理水量 124.9 ㎥ 

年間処理水量 37,289 ㎥ 年間処理水量 45,579 ㎥ 

       （平成 29 年３月 31 日現在）         （成 29 年３月 31 日現在） 
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 ■浄化槽市町村整備推進事業（木曽川右岸・三留野） 

事業区域内人口 2,780 人 

水洗化人口 2,164 人 

水洗化戸数 825 戸 

年間排出汚泥量 1,560 ㎥ 

        （平成 29 年３月 31日現在） 
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第第１１章章  定定住住化化かからら元元気気をを  

第第１１節節  快適な社会基盤のあるまちづくり  

 

 

 ６ 環境衛生の向上    

 

（１）現状と課題 

当町の一般家庭等から出される可燃ごみ・不燃ごみ等は、住民の協力による各

種分別収集、小中学校ＰＴＡや青少年育成会等の各団体による資源回収によるリ

サイクル活動により、年々減少傾向にあります。 

老朽化した木曽クリーンセンター可燃ごみ処理施設が建替えられ、新ごみ処理

施設として稼働しました。以前の処理施設に比べ焼却規模が縮小されたことから、

施設規模に相応したごみの減量が必要となっています。 

不燃ごみ処理施設については、金物類、ガラス類及び粗大ごみの処理を行って

いますが、ガラス類については、リサイクルが可能な資源ビンが多く含まれてい

ることから、引き続き住民の協力を得ながらリサイクルの推進を図る必要があり

ます。 

 し尿・汚泥処理については、木曽広域連合環境センターで処理しています。 

 動物の飼養についての関心が高まり、動物との関わり方が変化する中、犬や猫

などの飼養を巡るトラブルが増加しています。無責任な飼い方により殺処分され

る動物を増やしているというのが現状です。飼い主の適正飼養と意識の向上が必

要となっています。 

 

（２）施策の方向 

ごみの減量化やリサイクルについて、意識啓発活動に努めながら、環境への負

荷を低減しつつ、ごみ処理の優先順位を踏まえて、木曽広域連合木曽クリーンセ

ンターと連携し、ごみの減量・再資源化に取り組みます。 

し尿・汚泥については、木曽広域連合環境センターと連携し、経費の節減を図

りながら、適正処理を実施します。 

動物の適正飼養については、飼い主に限らず人と動物が共生できる地域社会に

向けた啓発活動を推進します。 
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（４）主要施策 

１ ごみの分別収集と資源回収の推進 

可燃ごみの減量を図るため、各種資源物の分別収集を更に推進するとともに、

収集方法や処理方法などを総合的に検討します。 

資源回収については、小中学校ＰＴＡや青少年育成会等各団体と連携しなが

ら、地域住民と一緒になって活動ができるよう進めます。また、集団回収奨励

金に伴う補助制度については、各団体の事業活動を支援しつつ、再資源化とご

みの減量が図れるよう制度の充実を図ります。 

 

２ ごみの減量化 

  日々の生活の中で排出されるごみを抑制するため、一人ひとりが少しずつご

みを減らしていく※２Ｒ・３Ｒの取り組みを推進するとともに、豊かな自然環

境を守り次の世代へ引き継いでいくため、「混ぜるとごみ・分ければ資源」の意

識啓発を図り、環境への負荷ができる限り少なくなるようにごみの減量化を図

ります。 

 

３ ごみ・し尿・汚泥処理 

関係団体と連携を図りながら、適正処理を実施するとともに、処理効率を更

に改善し、次世代への負担が増加しないよう進めます。 

 

４ 動物の愛護及び適正飼育の啓発活動 

  関係団体と連携を図りながら、犬・猫等動物の適正飼養や動物愛護の啓発活

動を推進します。 

 

 総戦 1-1-1 美しいまちづくり事業 産業観光課 
 ―用語説明― 

 ※【２Ｒ・３Ｒ】 
   ３Ｒ（スリーアール）とは、リデュース（Reduce：排出抑制）、リユース（Reuse：再使用）、

リサイクル（Recycle：リサイクル）の総称で、環境負荷の少ない順に①「リデュース」、②「リ

ユース」、③「リサイクル」として優先順位を定めています。優先順位が高いリデュース、リ

ユースは２Ｒ（ツーアール）と呼ばれています。 

 

（４）達成目標 

 ５年前 現在 ５年後 ７年後 

可燃・不燃ごみ 回収量 111% 100% 90% 90% 

リサイクル 回収量 110% 100% 110% 110% 
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【南木曽町調】 
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第第１１節節  快適な社会基盤のあるまちづくり  

 

 

 ７ 地球温暖化対策の推進    

 

（１）現状と課題 

地球温暖化対策については、企業などによる省エネ製品やエコカー等の販売、

エコ住宅の建築等様々な取り組みが行われています。 

 当町では、国が進める国民運動「ＣＯＯＬ ＣＨＯＩＣＥ（賢い選択）」に賛同

し、日頃から地球温暖化や省エネを意識した生活を進めて行くことを目的として、

身近な生活の中でできる省エネ対策、クールビズ・ウォームビズの実践やＬＥＤ

照明など高効率機器の選択、公共交通機関の利用など、一人ひとりの継続した取

り組みが必要となっています。 

温暖化対策の一つでもある再生可能エネルギー関係については、電力の固定価

格買取制度の開始により、太陽光発電の導入が急速に進んでいますが、環境保全

や景観、防災面での影響について課題があげられています。 

また、小水力発電に利用する水利の河川法等の許可・諸手続き等の課題があり、

身近に進められない状況となっています。 

当町では、限られた土地や地域資源など総合的に利活用できるよう検討すると

ともに、地域の自然環境に十分配慮しながら、エネルギーの地産地消を検討する

ことが必要です。 

 

（２）施策の方向 

 地球温暖化防止対策、省エネルギー対策については、家庭や企業等で身近にで

きる省エネ・節電対策等の取り組みを推進しながら、快適で豊かな生活ができる

よう、国・県等で展開する各種施策を推進します。 

 再生可能エネルギー関係については、国・県等で展開する各種事業を推進する

とともに、地域の特性に即した事業について調査・研究を進めます。また、他市

町村の実施状況や課題・問題点等を検証し、当町に適した事業展開を図ります。 
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（３）主要施策 

１ 地球温暖化防止対策の推進 

  国・県等で展開する各種事業の推進を図りながら、住民が身近にできる節電

などの啓発活動を実施します。 

 

２ 省エネルギー対策の推進 

  エコ家電、エコカー、エコ住宅など省エネ型商品の普及が進む中で、国・県

等の関係機関と連携し、省エネルギー対策の普及促進を図ります。 

 

３ 再生可能エネルギーの検討・推進 

再生可能エネルギーの地産地消を基本に、先進地の事例等を参考にしながら、

自然環境に十分配慮した身近に活用できる発電方法を研究します。また、民間

主導による再生可能エネルギー導入の動きがあることから、国・県等の関係機

関と連携し、地域の意向を踏まえ対応していきます。 

 総戦 1-1-2 再生可能エネルギー導入のための調査研究 戦略室 

 総戦 1-1-2、2-2-1 まきストーブ設置に対する補助 戦略室 

（４）達成目標 

 ５年前 現在 ５年後 ７年後 

庁舎節電量 147% 100% 90% 90% 

 



 第10次南木曽町総合計画 基本計画 第１章 第１節 

- 60 - 

 

第第１１章章  定定住住化化かからら元元気気をを  

第第１１節節  快適な社会基盤のあるまちづくり  

 

 

 ８ 住宅対策の推進   

 

（１）現状と課題 

住宅は、健康で文化的な生活を営むための基盤であり、定住促進のためには重

要な要素です。 

当町は、岐阜県や愛知県への通勤圏であるとともに、中山間地の生活を希望す

るＵＩＪターン希望者、核家族化等により、住宅ニーズは比較的高い状況にあり

ます。しかし、地形的に住宅適地が少なく、住宅用地を確保することが困難なう

え、通勤・通学や生活環境の利便性などから、隣接する市町村へ移住する方も少

なくありません。 

また、快適な住環境が求められる中、老朽化している町営住宅等については、

居住環境の改善も課題となっています。 

こうした住宅事情を踏まえ、定住化を推進するためには、町営住宅等の新設を

進めるとともに、長寿命化計画に基づき既存住宅の居住水準の向上を図る必要が

あります。 

空き家については、平成 28 年調査時点で常時住人のいない家屋が約 300 軒存在

しています。また、建物が取り壊された更地も点在しており、今後も空き家・空

き地の増加が懸念されます。 

住宅用地が限られている当町においては、町営住宅等を補完するものとして、

空き家・空き地を活用し、人口の流出抑制や移住者受入れに対処することも課題

です。 

 

 

（２）施策の方向 

 定住促進を図りながら、住宅ニーズに対応した住宅施策を計画的に進め、快適

な生活環境で豊かに暮らせる町を目指します。 

また、空き家バンク制度空家利活用補助金等の活用により、空き家や空き地の

貸借・売買を促進し、定住・移住に向けた利活用を進めます。 
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（３）主要施策 

１ 定住促進に向けた快適な町営住宅の整備・宅地造成・体験住宅の確保 

快適な住宅を提供するためには、若者や子育て世帯向けのＵＩ住宅の建設な

ど、多様な住宅ニーズに対応できるよう努めます。また、持ち家の取得には制

度資金の活用を図り定住化を促進します。 

町営住宅等においては、「公営住宅等長寿命化計画」に基づき、良質な住環

境に向けて計画的に整備を進めます。また、耐用年限を経過した老朽化住宅に

ついては、入居者の理解を得ながら除却及び譲渡を検討します。 

宅地の確保については、地域の住宅事情を配慮し、空地や活用可能な遊休農

地を利用するなど、当町に適した小規模な宅地造成事業の計画を進めます。 

 

２ 空き家バンク・利活用推進補助金活用の推進 

空き家バンク制度を充実させるため町内の活用可能な空き家等の情報登録を

進め、町内外へ広く情報を提供することで空き家・空き地の流動化を促進し、

家屋や土地の有効利用を図り定住・移住に活用するともに、移住者が地域に親

しみ定住できるよう地域と連携しながら支援します。 

 総戦 3-1-3 リフォーム補助の拡充 建設環境課 

 総戦 3-2-1 移住相談会の開催 戦略室 

 総戦 3-2-2 移住体験住宅整備、空家活用補助、空家バンク 戦略室 

 総戦 3-4-1 ユーアイ住宅・地域優良賃貸住宅建設、住宅リフォーム補助 建設環境課 

       新築住宅への補助、宅地造成 戦略室 

（４）達成目標 

 ５年前 現在 ５年後 ７年後 

建設住宅数 ０戸 ６戸 10 戸 18 戸 

除却戸数 ０戸 17 戸 10 戸 10 戸 

住宅戸数（教員住宅を除く） 161 戸 150 戸 148 戸 156 戸 

耐震戸数 80 戸 86 戸 96 戸 110 戸 

宅地造成区画数 ０区画 ０区画 ５区画 ５区画 

空き家活用による定住世帯数 １戸 ３戸 ５戸 ５戸 

 

                             （平成 29 年３月 31 日現在） 

町営住宅総数 150 戸 

公営住宅等 単独住宅 

90 戸 60 戸 

公営住宅 特定公共賃貸住宅 地域優良賃貸住宅 一般住宅 ＵＩ住宅 

70 戸 16 戸 4 戸 24 戸 36 戸 
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宅地造成事業の状況             （平成 24 年４月現在） 
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 ９ 景観の保全    

 

（１）現状と課題 

「良好な景観は現在及び将来の国民共通の資産」を基本理念とする国の景観法

が施行されて以来、全国的に地域の景観保全・景観形成に対する関心が高まりを

見せています。当町は、緑に囲まれた豊かな自然環境と妻籠宿に代表される歴史・

文化的環境に恵まれ、これを地域資源として平成 20 年に「日本で最も美しい村」

連合に加盟しました。 

こうした自然環境と歴史・文化的環境は、かけがえのない町民の財産であり、

今後も末永く守り伝えていく必要があります。 

また、町内各地に残る自然景観や農山村景観、町並み景観などの良好な景観を、

将来に向けて継続的に保全するとともに、まちづくり全般にわたって調和のとれ

た美しい景観づくりを目指すことが必要です。 

 

（２）施策の方向 

 美しく魅力的な景観づくりを推進するため、町内各地に残されている地域固有

の景観の保全や地域特性を生かした景観の創出に繋げる取り組みを積極的に進め

ます。 

開発と景観保全の調和のとれた計画的なまちづくりを進め、ゆとりと安らぎを

感じられる快適な景観づくりを目指します。 

 

（３）主要施策 

１ 自然環境・景観の保全と魅力ある景観づくりの推進 

自然環境や景観の保全に対する住民の理解と認識を深めるため、啓発活動を

実施するとともに、住民の自主的な保全活動を促進します。また、ツツジ、花

桃及び山紅葉など、地域の景観づくりに花木を生かした取り組みを促進します。 

地域の景観を著しく損なっている空き家・空き地については、条例を制定し

所有者への管理指導を行うとともに、廃屋化・原野化の防止に努めます。 

 

２ 木曽広域単位での景観行政団体※への移行の推進 

  町の美しい景観を一定の水準で保全していくために、景観行政団体への移行

は、当町のみではなく、広域的な課題ととらえます。点ではなく面での行政区

域間にわたる広域的景観の形成には制度上の措置がありませんが、平成 28 年度

に木曽路が日本遺産の認定を受けたこともあり、市町村の範囲を超えた景観形

成を進める必要があると考え、木曽広域単位での景観行政団体への移行を推進

します。 
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―用語説明― 

※【景観行政団体】景観法に基づき良好な景観形成のための景観施策を実施する自治体です。政
令指定都市、中核市、都道府県と協議した市町村、その他の区域にあっては都道府県をいいま
す。景観行政団体になると景観法第８条に基づく「景観計画」を策定することができます。 

 総戦 2-1-4 日本で最も美しい村連合に関するＰＲ 産業観光課 
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 10 公園･広場の整備    

 

（１）現状と課題 

町では、これまでに大正ロマンを偲ぶ天白公園や河川公園などの整備に取り組

んできました。公園や広場は地域の住民が気軽に安らぎと癒しを実感できる「心

のゆとりの空間」として、重要な機能を果たしています。今後は、既存の公園・

広場の維持に努めるとともに、その利活用の促進を図ることが必要です。 

 

（２）施策の方向 

町の恵まれた自然環境にある公園・広場の「心のゆとりの空間」としての機能

を充実させ、個性的で魅力的な町民の集いの場として、その利活用の促進に努め

ます。 

 

（３）主要施策 

１ 施設の適正な管理の推進 

公園・広場の維持管理に対し、住民の自発的な参加を促し、公園施設の適正

な管理に努めます。特に、桃介橋河川公園については、平成 18 年度から導入し

ている指定管理者制度により良好な管理運営がされていることから、引き続き

その管理体制の維持に努めます。 

 

２ 公園施設等の利活用の充実 

地域住民と連携を取りながら住民の憩いの場、地域づくり・まちづくりに繋

がるようなイベント等の場となるよう利活用の充実に努めます。特に南木曽駅

前広場については、町の活性化に結び付くような催事の開催など、有効活用を

図ります。 

 

３ 地域活動への支援 

ツツジ、桜、花桃などの花と自然を生かした、公園環境充実のための地域活

動を支援します。 
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 11 情報通信網の整備   

 

（１）現状と課題 

情報通信技術の発達により、高速かつ大容量の情報通信が可能となりました。

しかし、当町を含む木曽地域では、当時は民間事業者によるサービス提供が見込

まれなかったため、木曽広域連合により光ケーブル網が平成19年度までに整備さ

れました。 

木曽広域連合のケーブルテレビ（ＣＡＴＶ）サービスでは、地上波デジタルに

対応したテレビ放送、町の自主放送、インターネット及び域内ＩＰ電話サービス

などを実施しています。今後も地域コミュニケーション活性化等のためにサービ

スの向上を図る必要があります。なお、インターネット契約数については民間業

者による通信速度が高速な光回線が導入され、契約者が流出していることにより

減少傾向にあります。 

また、同じケーブル網を使い音声告知端末を全世帯に整備し、町の定時放送を

音声告知端末による放送を行っています。 

そのほか、ＬＧＷＡＮ※ネットワークを利用した行政機関間での事務処理の効

率化や、住民の利便の向上を目的とする電子申請・届出等サービスの拡充を図る

必要もあります。 

移動通信事業についても、町内には携帯電話などの受信不能地域が存在するほ

か、ラジオの難聴地域でもあることから、住民の日常生活や非常時の通信手段確

保のための取り組みが必要です。 

 

（２）施策の方向 

 今後も需要の拡大が見込まれる情報通信分野において、そのニーズに応えるた

め、木曽広域連合と連携し、光ケーブル網の基盤整備などを推進します。また、

木曽広域ケーブル網やＬＧＷＡＮ※を活用した双方向利用やアプリケーションの

拡充など、サービスの充実を検討します。 

 災害時にも、情報からの孤立化が起こらないよう、ケーブル網の光化等の整備

を図るとともに、必要に応じて、関係機関へ施設整備などの要望活動を実施しま

す。また、防災行政無線のデジタル化により、情報伝達の多重化を図ります。 
―用語説明― 

※【ＬＧＷＡＮ(総合行政ネットワーク)】地方公共団体を相互に接続する行政専用のネットワー

ク 
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（３）主要施策 

１ 高度情報化推進のための基盤整備と利活用の推進 

情報通信の需要に応えるために、高速化と容量の拡大を木曽広域連合と郡内

町村とともに推進するとともに、全光ケーブル化（ＦＴＴＨ）について検討し

ます。 

担当職員のスキルアップを図り、多彩なアプリケーションサービスを活用し

て、防災・防犯情報、保健医療福祉、学校教育、自治体情報、地域情報及び公

共施設案内・予約などのサービスを提供し、双方向利用を検討します。 

 

２ 木曽広域ＣＡＴＶの高度利用の推進 

現在利用しているテレビ放送、自主放送、インターネット及び域内ＩＰ電話

などのサービスを引き続き実施します。音声放送、動画放送及び自主番組の制

作などについては、ニーズや費用対効果を検証し、引き続き検討します。 

今後も多様化するニーズに応じて、きめ細かな情報を提供できるようＣＡＴ

Ｖの高度利用を推進します。 

 

３ 災害に強い情報基盤整備の推進  

災害時に情報からの孤立化が起こらないよう、同報無線の整備・消防無線の

デジタル化を推進し、ケーブル網の多重化を図るとともに、携帯電話やラジオ

放送の新規参入やエリア拡大についても、関係機関へ要望活動を実施します。 

 

（４）達成目標 

 ５年前 現在 ５年後 ７年後 

オプション契約数(各年度末） 715 件 617 件 600 件 640 件 
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 12 安全な消費生活の確保    

 

（１）現状と課題 

社会・経済の高度化に伴い情報化が進展する中、様々な商品やサービスが魅力

的に提供され、生活はより豊かに、より便利なものとなりました。その反面、契

約に係る問題の多様化、製品の安全性の確保、環境問題などの課題にも直面して

います。特に消費者を陥れるような消費トラブルも頻発するようになり、消費生

活に歪みや不安が生じています。 

 契約などに関する消費者自身の意識啓発や知識の普及により消費生活の改善向

上を目指すとともに、無駄を省き、資源・エネルギーをリサイクルしていく賢い

消費生活の取り組みが求められています。 

 また、近年、高齢者を中心に買物に不便を来たしているという声が寄せられる

ようになり、少子高齢化が進む中、将来に向けて大きな課題となっています。 

 

（２）施策の方向 

 安心して消費生活を営むために、消費者意識の高揚と消費知識の普及・啓発に

積極的に取り組みます。また、消費者相談窓口の案内や対応により、適切な消費

者の保護対策を推進します。 

 将来的に安定した消費活動が営めるよう、高齢者を中心に買物環境の実態把握

に努めるとともに買物弱者対策に取り組みます。 

（３）主要施策 

１ 消費生活の改善と向上の促進 

広報紙等により、消費生活に関する知識の普及・啓発を推進し、消費生活の

改善と向上に努めます。また、高齢者を中心に買物環境の実態把握に努め、適

切な買物弱者対策を促進します。 

２ 悪質商法などの被害防止の推進 

悪質商法に対する知識の普及・啓発により住民の意識高揚を図るとともに、

消費生活センター等との連携により、被害発生時の適切な指導に努めます。 

（４）達成目標 

 ５年前 現在 ５年後 ７年後 

悪質商法に関する相談 ９件 ８件 現在より減少 現在より減少 
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 13 防災対策の推進    

 

（１）現状と課題 

当町は、山間地で降水量が多いうえ、地質が風化花崗岩であるため、脆くて崩

れやすい特性を持つことから、過去に幾度となく土砂災害等の被害を受けてきま

した。急傾斜地崩壊危険区域をはじめ土石流危険渓流が数多く存在するため、今

後も災害予防対策を積極的に進める必要があり、近い将来予想される大地震に対

する備えも常に行う必要があります。 

さらに、東日本大震災の教訓から、近県に原子力発電所が立地していることを

考慮し、原子力災害に対する備えも必要です。 

災害発生時の対応・体制については、「南木曽町地域防災計画」に定められて

いますが、各世帯における避難対策など細部にわたる部分については、具体的な

対策や指導など一層の取り組みが必要で、個々の世帯だけの対応では限界がある

ことから、地域で防災意識を高め対策に取り組む体制づくりへの支援や災害時の

応援に関する各種協定に基づく応援の実施及び受け入れ体制の整備も必要です。 

さらに、指定避難施設の災害時に対応した設備の整備も課題となっています。 

土砂災害防止のハード面として、治山・治水・砂防等の事業を国、県へ強く要

望し、土砂災害を未然に防ぐ、砂防堰堤等の整備を推進することが必要です。 

また、国際関係において緊張感が高まりを見せる中、全国瞬時警報システム（Ｊ

アラート）による緊急情報の伝達に対しても、迅速で適切な対応が求められてい

ます。 

 

（２）施策の方向 

 地域全体で、ハザードマップの活用等により、危険箇所や安全場所等の認識を

共有し、地域防災計画に基づき様々な災害に対処できるよう避難所の整備やその

設備機材の充実に努めます。また、自主防災組織の指導支援等を行い「災害に強

いまちづくり」を進めるとともに、情報伝達基盤の整備を図ります。 

他市町村等との災害時相互応援協定に基づき、職員の派遣、施設の提供、物資

の援助等について、具体的な体制整備を進めます。 

また、土砂災害から住民の生命･財産を守るため、治山事業や砂防事業を推進し

ます。 
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（３）主要施策 

１ 防災計画に基づく対策の推進 

  防災計画に基づき防災会議を更に充実し、各機関との連携を密にして防災対

策の強化に努めます。また、住民の防災意識の高揚を図るため、災害の記録及

び伝承するとともに、啓発活動を積極的に推進します。 

また、日頃から国・県からの気象情報を収集し、住民へ伝達します。 

 

２ 防災行政無線による情報伝達 

  災害警戒時及び発生時において防災行政無線（同報無線）による迅速で確実

な情報伝達に努めるとともに、車載等の移動系無線についてもデジタル化によ

る更新を行い、情報伝達手段の高度化に備えます。 

 

３ 指定避難所の設備の充実 

  災害時の避難所に指定されている施設について、避難所としての機能を果た

せるように、設備や備品、食料や生活必需品の備蓄等の充実を図ります。 

 

４ 自主防災組織への援助、指導 

  災害時には、区等を単位とした自主防災組織が、初動対応で大きな役割を担

うこととなります。この自主防災組織の設立や活動への援助・指導を積極的に

実施します。 

 

５ 土砂災害から地域を守るための治山・治水、砂防事業の推進 

災害から住民の生命・財産を守るため、砂防堰堤の建設や護岸工、河床整備

などの防災工事の促進について、国・県の関係機関に要望し、計画的な事業の

実施・早期完成に努めます。 

 

６ 全国瞬時警報システム（Ｊアラート）への対応 

  国からの緊急情報の伝達である「Ｊアラート」による通報に対し、迅速な情

報収集に努めるとともに、町の国民保護計画に基づいて緊急事態に適切に対処

します。 

 総戦 1-1-4 防災対策の推進、防災施設の整備、自主防災組織への援助 総務課 

       治山・治水・砂防事業の推進 産業観光課・建設環境課 

（４）達成目標 

  ５年前  現在  ５年後 ７年後 

防災訓練実施回数 １回/年 １回/年 １回/年 １回/年 

備蓄施設数 16 箇所 18 箇所 20 箇所 20 箇所 

消防団協力事業所数 ９事業所 ７事業所 10 事業所 10 事業所 
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 1４ 消防対策の推進     

 

（１）現状と課題 

当町は、集落が広く点在しているため、消防機動力の配備、分団編成等におい

て、非効率な側面があります。消防団は、過去に組織構成の見直しや定年年齢の

引き上げなどを行い、消防団機能の充実と団員の確保に努めてきましたが、町の

人口減少が続く中、将来的にわたっての団機能の維持には課題があります。機械

力については、現在ポンプ自動車３台、小型ポンプ積載車８台、同軽積載車10台

及び小型ポンプ10台が配備され、各種災害の発生に備えています。 

また、昼間火災の対策として本部分団を編成していますが、過疎化が進む中で

各分団では昼間、地元にいる団員が少ないうえ、多くがサラリーマン団員である

ことから、消火活動に十分な対応ができないことが懸念されています。 

このような状況から、住民の生命・財産を災害から守り、被害を最小限にとど

めるには、住民一人ひとりの防災防火の意識の高揚を図るとともに、防災施設や

防災体制の整備強化による「災害に強いまちづくり」を進める必要があります。 

 

（２）施策の方向 

 今後、消防団員の減少が予想される中で、効果的な消防団活動を確保するため

に機械力の整備充実、消防団拠点施設の整備を進め、災害に即応できる体制の整

備強化に努めて「災害に強いまちづくり」を目指します。 
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（３）主要施策 

１ 消防団員の確保と養成 

「自分達の地域は自分達で守る」を基本理念とし、消防団員の定数の見直し

を含め、女性消防団員の加入促進、また、魅力ある消防団づくりへの創意・工

夫等により、積極的に団員の確保に努めます。 

２ 消防施設等の充実 

防火水槽及び消火栓について、新設及び老朽化している施設の修繕を計画的

に実施するとともに、自然水利への進入路の整備や表示板の設置に努めます。 

また、機能的、効率的な消防活動に必要な機械・設備の充実を計画的に図り

ながら、消防団員の技術の向上と養成のため教養訓練・消防学校への派遣など

を随時実施します。 

３ 災害への対応 

木曽広域消防本部との連絡・連携を密にして、昼間火災の即応体制を強化す

るとともに、わかりやすい火災告知放送に努め、多様化する災害に対応します。 

４ 防火指導と啓発活動 

広く住民を対象とした初期消火の指導と防火思想の啓発を図ります。 

また、学校施設などの公共施設及びホテル・旅館・民宿等、防火対象物の防

火施設の整備と訓練計画の作成・実施について、木曽広域消防本部と緊密な連

携を図りながら、防火指導を推進します。 

 総戦 1-1-4 消防団への活動支援 総務課 

（４）達成目標 

  ５年前  現在  ５年後 ７年後 

団員数 296 人 302 人 290 人 290 人 

防火水槽数 157 箇所 158 箇所 160 箇所 160 箇所 

火災発生件数 ２件 ３件 現在より減少 現在より減少 
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 15 防犯対策の推進 

 

（１）現状と課題 

 近年では、振り込め詐欺などの特殊詐欺をはじめ、犯罪の多様化・広域化が進

んでいます。また、暴力犯罪等の低年齢化、押し売り、訪問販売、悪質商法など

が多発の傾向にあります。 

 当町の犯罪発生率は、低水準にありますが、住民が安心して生活ができるよう

に警察等の関係機関との連携を強化して、犯罪と暴力のない明るいまちづくりに

取り組むことが求められています。 

 

（２）施策の方向 

 町の防犯体制を充実するために、防犯協会及び警察等の関係機関との活動を強

化するとともに、各地区の青少年育成会等と連携しながら、防犯意識の高揚を図

り、犯罪と暴力のない明るいまちづくりを推進します。 

 

（３）主要施策 

１ 地域安全活動の推進 

  警察の指導のもと、防犯指導員を中心に関係機関との連絡、連携体制の強化

に努め、地域ぐるみの地域安全活動、防犯思想の普及・啓発を図ります。 

 

２ 暴力団の進出の防止と排除 

  警察、町及び地域社会が一体となって、住民の生活を脅かす組織や施設の進

出の防止と排除に努めます。 

 

（４）達成目標 

 ５年前 現在 ５年後 ７年後 

犯罪発生件数 17 件 ６件 現在より減少 現在より減少 
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 16 交通安全対策の推進 

 

（１）現状と課題 

 生活・産業活動において、車への依存度は高まり交通量が増大しています。特

に、国道 19 号での通過車両、行楽車両による事故が毎年のように発生し、地元車

両・住民が関わる事故も発生しています。また、全国的に高齢者による交通事故

が高率を示しており、高齢者の交通事故防止対策を図る必要があります。 

 交通安全協会の活動をより強固なものとして、住民の交通安全思想の普及・啓

発に取り組み、高齢者、ドライバー及び歩行者などの交通安全意識の向上に努め

ることも必要です。 

町内には、未改良の道路をはじめ国道の歩道の未設置箇所や交差点改良、県道、

町道の路側帯及びカーブミラー等の交通安全施設が不十分な区間も多く、当該整

備の改善・充実が求められています。 

 

（２）施策の方向 

 日常生活に大きな危険と脅威を与えている厳しい交通情勢に対処するため、関

係機関との連携を図り、機会あるごとに住民各層への交通事故防止と交通安全思

想の普及･啓発に努めるとともに、道路整備及び安全施設の充実を積極的に進めま

す。 
 

（３）主要施策 

１ 交通安全思想の普及・啓発 

  住民一人ひとりが交通事故を起こさないように、交通安全協会を主体として

関係機関と連携を図り、交通安全意識思想の普及・啓発に努めます。 

特に、児童生徒を対象とした交通安全教室の開催、高齢者を対象とした交通

安全教室や交通安全大会への積極的な参加など、自主的な教育・実践活動を提

唱します。 

 

２ 交通安全施設の設置（国道・県道等） 

  国道・県道の事故多発箇所の点検を実施し、歩道、横断歩道、歩道橋、信号

機などの交通安全施設の設置や改善について、関係機関へ要望を実施します。 

  また、町道等の幅員の狭い区間、見通しの悪い区間の改良を推進するととも

に、交通安全施設の充実に努めます。 
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（４）達成目標 

 ５年前 現在 ５年後 ７年後 

交通死亡事故発生件数 ３件 １件 現在より減少 現在より減少 

シートベルト着用率 100% 100% 100% 100% 

カーブミラー新規設置

数 
０箇所 ２箇所 ５箇所 ５箇所 

 



 第10次南木曽町総合計画 基本計画 第１章 第１節 

- 76 - 

 

第第１１章章  定定住住化化かからら元元気気をを  

第第１１節節  快適な社会基盤のあるまちづくり  
 

 

 17 環境保全の推進  

 

（１）現状と課題 

環境問題については身近な生活環境から自然環境の問題まで広範・多岐にわた

り、それらには大気質、水、土壌、騒音・振動及び悪臭などがあります。 

当町においては、生活ごみ等の違法焼却（野焼き）等で発生する煙などにより、

近隣住民から悪臭等の苦情などが寄せられています。 

野焼き
※
行為は、違法な廃棄物処理となるばかりでなく、悪臭等で生活環境に

悪影響を及ぼすことから、適正な処理を行うよう指導する必要があります。 

また、リニア中央新幹線工事や再生可能エネルギー施設等における環境への影

響が懸念されることから、それらに対応するための情報収集や適切な指導が求め

られています。 

環境美化については、南木曽町衛生自治会と連携して春と秋に町内一斉清掃を

実施しています。また、地域や各種団体のボランティアなどの協力によるごみ拾

いなどが実施されています。しかし、国道パーキングや人気のない道路沿いなど

ではポイ捨てや不法投棄が後を絶たない状況にあります。 

ごみのポイ捨てや不法投棄に対する問題は、一町村だけで解決できない場合も

多いことから、国・県等の関係機関と連携し、長期的な取り組みを進める必要が

あります。 

 

（２）施策の方向 

 環境問題は、南木曽町環境基本条例、南木曽町の自然環境等と再生可能エネル

ギー設備設置事業との調和を図る条例のほか、関係法令に基づき国・県等と連携

を図り、住民の安全で快適な生活を保持し、将来に問題や負担を残さないために

地域住民と一体となって取り組みます。 

住民生活に悪影響を及ぼす違法な廃棄物処理等については、美しいまちづくり

条例のほか、関係法令に基づき国・県等の関係機関と連携し、適切な処理を行う

よう指導に努めます。 
 ―用語説明― 

※【野焼き】廃棄物を定められた方法によらず焼却する行為（ドラム缶や基準を満たさない焼却炉で

の焼却も含みます。） 
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（３）主要施策 

１ 良好な環境の保全及び創造に対する取り組み 

  身近な生活環境から地球環境の保全等に関する施策の実施については、自然

環境への負荷の低減に努め、調和のとれた快適な環境の創造、廃棄物の抑制及

びエネルギーの有効利用等について関係機関等と連携して取り組みます。 

 

２ 公害防止に対する普及・啓発への取り組み 

  公害防止については、地域で発生する問題や課題を把握するとともに、広報

等を活用した公害防止の啓発活動に努めます。 

 

３ 野焼き禁止への取り組み 

  野焼きは、悪臭等で住民生活に悪影響を及ぼすことや近隣とのトラブルの原

因となることから、適正処理を行うよう関係機関と連携して指導を実施すると

ともに、広報による啓発活動に努めます。 

 

４ 環境美化に対する取り組み 

  環境美化については、町内一斉清掃のほか、地域や各種団体ボランティアの

協力による清掃活動を推進するとともに、自分たちの地域は自ら守ることを基

本として、ポイ捨て巡回監視パトロール等により、不法投棄の防止及び啓発に

取り組みます。 

  また、国・県等関係機関と連携した不法投棄防止対策に努めます。 
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 18 国土調査の推進 

 

（１）現状と課題 

当町では、昭和 52 年度から地籍調査事業に着手し、調査対象面積 69.72 ㎢のう

ち宅地や農用地など平坦地部分 17.23 ㎢の調査を既に完了しました。平成 18 年度

以降は、山林部 52.49 ㎢のうち田立地区の山林部から調査に着手していますが、

土地所有者の高齢化や急傾斜による立ち会い困難等の理由により、事業の進捗率

が低下している状況です。（平成 28 年度末成果面積 4.38 ㎢、進捗率 8.3%）今後

はさらに、土地所有者の世代交代が進み境界に関する人証（記憶）・物証（目印）

が失われていくことが予想され、境界情報が確定しないことにより、間伐等の実

施による山林・森林管理や砂防・治山事業の推進に影響を及ぼすことが懸念され

ます。 

 

（２）施策の方向 

 土地所有者の地籍調査に対する認識を深めるとともに、外部委託の比重を高め

て事業の進捗率向上を図り、安全な国土形成の基礎とします。 

 

（３）主要施策 

１ 地籍調査の推進と成果の活用 

山林部の地籍調査を引き続き計画的に実施し、調査の早期完了を目指します。 

実施済みの調査地区の成果は、平成 23 年に導入した地籍情報管理システムを

用いてデータを電子化し、農用地管理、固定資産税、補助金の算定などの管理

業務、森林施業の団地化や砂防・治山事業の推進に利活用します。 

 

（４）達成目標 

 ５年前 現在 ５年後 ７年後 

調査累計面積(山林） 2.67 ㎢ 4.38 ㎢ 5.63 ㎢ 6.32 ㎢ 
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 １ 農業の振興 

  

（１）現状と課題 

当町の約９割以上が山林原野で占められており、農用地は約２%と少なく、標高

300ｍから 950ｍの傾斜地の中山間地域に散在しています。農用地面積は水田

193ha、畑 61ha、樹園地 20ha その他 22ha となっており、１戸当りの耕作面積は

62a と零細な経営規模となっています。このような農業環境のため農作業の効率

が悪く、専業による生計の維持は極めて困難な状況にあります。農家戸数は 440

戸で、経営は水稲と繁殖和牛・酪農及び園芸を組み合わせて行われていますが、

多くの農家が兼業であり農業従事者の高齢化・後継者不足、鳥獣被害等により生

産者の生産意欲の衰退、生産体制の弱体化が進んでいます。 

町は、これまで農業環境整備を積極的に推進してきましたが、今後も整備の継

続を図るとともに、様々な課題に対応する農業振興施策に努め、農業者及び関係

団体が一体となって地域農業の活性化、魅力ある農村環境づくりを進める必要が

あります。 

 

（２）施策の方向 

 農業者・農業団体・行政が一体となって優良農地を確保し、生産基盤の強化、

後継者育成と新規就農者の確保、集落営農組織の育成・支援、担い手への農地の

利用集積の促進、高齢就農者への支援、鳥獣被害対策の強化、地産地消の推進、

６次産業化を図り、安全安心な農畜産物の供給の確保に努めます。 

さらに、国の経営所得安定対策や中山間地域農業直接支払制度を活用し、集落

が一体となった地域営農体制づくりに努め、自然環境の保全、農村景観の形成な

ど農地の多面的機能の発展を目指します。 

また、「人・農地プラン」(地域農業マスタープラン)の見直しに向けて準備を進

めます。 

 

（３）主要施策 

 

 

 

 

 

１ 農地の確保と保全 

中山間地域農業直接支払制度等を活用して、現行の集落協定組織の継続的活動

を支援し、農地と景観・道・水路等の多面的機能の維持・増進により、生産性の

高い優良農地の確保を推進します。また、耕作放棄地の解消を目的に再生農地を

維持するための農村コミュニティ活動の維持・強化を図ります。 
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２ 鳥獣害対策の推進 

  イノシシやサル等の野生鳥獣被害を減らすため、地域住民の協力を得ながら

県・猟友会等関係機関と連携し、新規狩猟者支援・追い払い犬導入支援など総合

的な被害対策を推進します。 

 

３ 担い手農家及び受託組織の育成 

認定農業者など意欲ある担い手農家への利用権設定と併せて、補助制度の活用

などにより地域の実情にあった営農環境の整備を推進します。「人・農地プラン」

に基づき、新規就農者・Ⅰターン者・定年帰農者など多様な担い手の育成を推進し

ます。 

また、高齢化に伴う作業委託の増加等に対応するため、集落営農組織（営農支援

組織）の育成強化を図り農業・農村の持続的発展を支援します。 

 

４ 経営体系の確立と特産地の形成 

農業の多様化が進む中で、専業・兼業それぞれの経営体系を確立し、安定した

農業経営を目指し、地域の諸条件に適した作物の導入と特産物の開発により、女

性・高齢者に適応した農業の育成を図ります。 

また、「安全安心」な農作物の生産に努めるとともに、環境に配慮した農業振興

に努めます。 

作物別経営体系については、次を基本的な目標とします。 

 ○ 稲作については、技術指導による品質・収量の向上を図るとともに、受託組織

の育成・強化により農作業の省力化を推進し、安定した生産を目指します。木曽

南部産コシヒカリのブランド米である「初恋」の消費拡大、飼料用稲の生産拡大

を図ります。 

 ○ 肉用牛については、町有牛・素牛導入制度による優良雌素牛の導入、優良種の

選定のほか、農家の飼育技術の向上、転作田・公共採草地の活用による自給飼料

の確保と畜産支援センターの利用により、農家の労働力の軽減及び所得確保を図

ります。また、「木曽牛」のブランド力向上事業に協力して消費拡大を図ります。 

 ○ 酪農については、畜産基地及び転作田の利用促進や耕畜連携による効率的な飼

料確保に努めるとともに、関係機関と連携して飼育技術・生産性向上による安定

経営の継続に努めます。 

○ 肉用羊（サフォーク種）については、町内に 30 頭ほど遊休荒廃地に放牧して

飼育しています。今後は、羊肉を地域のブランドとして発展させることを研究し

ます。 

 ○ 花きについては、地域に適合した優良品種の推奨、栽培技術の確立を図るとと

もに、栽培農家の育成及び栽培面積の拡大に努め、産地形成を目指します。 

 ○ お茶については、県茶振興協議会等の関係機関と連携し、生産の拡大と品質向 

上を図るとともに、製茶技術者の育成による製茶技術の向上と販路拡大に努 
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めます。 

 ○ 野菜については、直売所や軽トラ市場等による販売拡大を図り、地産地消を

推進します。 

 ○ 特産作物については、収益性の高い栽培きのこや漬物、味噌などの加工品の

生産拡大を図ります。 

 

５ 農業生産基盤の整備 

  農作業の省力化と経営規模の拡大、生産性の向上を目指し、今後も地域の実

態にあった生産基盤整備を推進するため、的確な事業の導入を図ります。 

 

６ ６次産業化等の新たな農業の検討 

  農作物の安定的な生産と流通体制の整備を図るとともに、「地産地消」を推進

するため軽トラ市場等の活動支援を進め、消費者と生産者を直接結ぶ委託生産

販売、常設直売所の開設について検討を進めます。また、農業体験を通じた都

市部住民との交流を図る体験農園の設置や農業の６次産業化などの新たな農業

展開を検討します。 

 

７ 農業振興地域整備計画の見直し 

  町内各地区ごとの地理的条件、土地利用の状況、人口及び産業の見通し、中

山間地域農業直接支払制度等への取り組みなどを考慮し、将来の土地利用の方

向を見定めて農業振興地域整備計画の総合的な見直しを行い、優良農地の確保

と土地の有効利用を図ります。 

 総戦 1-2-1 農家への経済支援、有害鳥獣対策の推進、畜産による遊休農地活用の推進 

       共同耕作の推進 産業観光課 

 総戦 1-2-2 農業の活性化事業、園芸特産振興助成事業、加工食品の開発、全国的に販売

できる仕組みづくり、農業と観光業の連携 産業観光課 

 総戦 3-3-1 新規就農就林者への支援 産業観光課 

―用語説明― 

※【６次産業化】農業などの第１次産業が食品加工・流通販売にも業務展開している経営形態 

（４）達成目標 

 ５年前 現在 ５年後 ７年後 

優良農地の確保 330.2ha 293.4ha 275.4ha 278.7ha 

有害鳥獣による被害額 2,300 千円 7,160 千円 3,580 千円 2,000 千円 

認定農業者数 ７人 ８人 10 人 ９人 

「初恋」売上額 18,000 千円 9,800 千円 6,000 千円 7,000 千円 

1 戸当り経営規模 67a 62a 68a 70a 



 第 10次南木曽町総合計画 基本計画 第１章 第２節 

- 82 - 

 

第第１１章章  定定住住化化かからら元元気気をを  

第第２２節節  元気とうるおいのあるまちづくり  

 

 

 ２ 林業の振興 

 

（１）現状と課題 

当町の森林面積は 20,273ha で、町の総面積の約９割以上を占めており、そのう

ち民有林が 6,037ha（約３割）となっています。 

近年は、「安価な輸入材」の影響や「市況価格の下落」による林業従事者の減少、

また、従事者の高齢化に伴う造林意欲の減退等により、手入れの行き届かない森

林が多数見られます。 

 国有林については、「木曽ひのき」に代表される天然木の資源の減少により、地

元木材業者及び伝統工芸品加工業者への原材料の供給不足が懸念されています。 

 こうした中、環境・水源及び土砂の流出防備に伴う国民意識の高まりから森林

に対する関心が向上しており、国有林では森林の持つ多面的な機能を十分活かす

ために機能的に区分し、それに応じた森林管理を行うこととしています。 

 長野県においても、森林整備を県政の主要な柱の一つと位置づけ、補助制度の

拡充及び森林税の見直しが図られています。 

 町でも、このような状況を踏まえて森林整備計画を樹立するとともに森林管理

署や森林組合及び木曽広域連合とともに連携し、土砂災害防止や水源涵養等の機

能を確保しながら積極的な施業を推進して良質材の生産地となるように進める必

要があります。 

 

（２）施策の方向 

 「南木曽町森林整備計画」に沿って、森林の有する機能に配慮し、適期に適切

な施業を実施することで、手入れが遅れている森林の解消を図り、人工林ヒノキ

の銘柄化、地域材の利用拡大、間伐材の利用促進及び上下流交流等による販路の

拡大を推進します。 
 

（３）主要施策 

１ 森林の持つ機能の発揮と良質材の生産を目指す森林の整備 

  森林の持つ機能の発揮に配慮しながら、流通管理システムの有効利用を図

り、優良建築材の生産を中心とした人工林ヒノキの銘柄化を推進します。また、

国有林と民有林が一体となって、搬出間伐を積極的に進め、良質な特産材を産

出する森林施業に努めます。 

  集落周辺の里山については、森林の機能回復を進めるとともに環境保全に努

めます。 
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２ 木材の生産・加工体制の整備 

  国・県の補助制度を利用して、地域産木材の加工用施設や機械など生産加工

体制の整備を促し、間伐材の搬出が進み木材利用が拡大するよう林道・作業道

の整備に努めます。また、枝条等の不要材を利用した木材バイオマス事業を推

進します。 

 

３ 林業の担い手対策 

  林業労働者の雇用の拡充と就労の安定を図り、林業の担い手を確保します。 

また、県の研修会に積極的に参加し、林業労働者の育成を図ります。 

 

４ 森林被害の対策 

  マツクイムシやカシノナガキクイムシなどの森林病害虫の蔓延を防止するた

め、被害木の伐倒くん蒸及び樹幹薬剤注入を実施し、南木曽以北への蔓延の防

止に努めます。また、林業の振興を阻害しているクマによる立木への皮はぎ被

害対策、ニホンジカ・カモシカの食害対策を長野県の「野生動物保護管理計画」

に基づき、多種多様な生物との共生を探りながら、対策を進めます。 

 

５ 多様な森林資源の利用促進と下流域住民へのＰＲ 

  森林の持つ公益的機能と豊富な地域資源を活用し、森林の総合利用の促進、

特用林産物の振興など多様な森林産業の構築を図ります。 

  また、木曽広域連合と愛知中部水道企業団による「森林整備協定」を積極的

に支援し、下流域住民との交流を進める中で、森林保全及び水源としての重要

な役割への理解を深めてもらい、様々な形での森林整備への協力を得られるよ

う努めます。 

  総戦 1-1-1 緩衝帯による里山再生 産業観光課 

 総戦 2-2-1 町有林整備・活用の推進、民有林振興、高性能林業機械導入の補助 

       森林組合への支援、林道網の整備 産業観光課 

 総戦 2-2-2 学校教育の場としての活用 教育委員会 

       レクリエーションの場としての活用 産業観光課 

（４）達成目標 

 ５年前 現在 ５年後 ７年後 

間伐実施面積 117.25ha/年 50.02ha/年 180.00ha/年 50.00 ha/年 
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 ３ 水産業の振興 

 

（１）現状と課題 

当町の食用魚専業の経営体は少数ですが、生産基盤は概ね整備されています。 

流通面でも販路が確保されていますが、近年の消費の伸び悩みや今後の養殖施

設の維持管理などの課題を抱えています。従来からのニジマス、イワナ、アマゴ、

ナマズといった種類のほか、バイオ技術導入によるニジマス三倍体、養殖専用の

品種として開発された信州サーモンの養殖も定着しています。 

今後も魅力ある自然環境・条件を活かしながら、地域の観光振興と併せて生産

技術の向上、安定した生産販売が求められています。 

 

（２）施策の方向 

 水産業者の養殖・加工技術の向上、販路拡大による生産拡大を図り、今後も引

き続き町の特産品として経営の安定を目指します。 

 

（３）主要施策 

１ 新しい技術の導入 

  安定的な生産量の確保、消費者の嗜好に合った品質への対応を進めるため、

県水産試験場との連携による生産技術の向上を目指し、品種判別技術など新技

術の導入を図りながら良質魚の養殖に努め経営の安定化を目指します。 

２ 養殖の基盤整備と加工流通体制の整備 

  新規販路開拓、付加価値を高めるための商品を開発し、また、飼育環境の維

持に必要な周辺の自然環境保全による良質な水源を確保して、加工施設・設備

の整備を図るとともに、当町の特産品として観光・イベント等に活用しながら、

積極的な消費拡大を目指します。 

 

（４）達成目標 

 

 ５年前 現在 ５年後 ７年後 

生産量 2,800 ㎏ 3,700 ㎏ 4,500 ㎏ 3,000 ㎏ 

出荷額 6,700 千円 8,000 千円 9,700 千円 6,700 千円 
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 ４ 商業の振興  

 

（１）現状と課題 

近郊都市部の大型店の進出及び情報化の進展に伴う通信販売等による販売力の

強化により、町内商店における消費購買力が落ち込んでいます。 

住民の消費生活と就労機会を確保し、活気あるまちづくりを進めるためにも、

魅力ある商業地区の形成と働く場の確保が大きな課題となっています。商店の経

営者の高齢化や後継者不足も将来に向けての課題となっており、地域性や個性を

生かした経営、地域小売店ならではの消費者に「顔の見える」販売方法など、創

意工夫を凝らした取り組みが求められています。 

 

（２）施策の方向 

 南木曽駅前を中心に、行政、商工会及び地域商店が連携を図りながら、地域小

売業のサービス充実や地元滞留率を高める仕組みづくりに努めます。 

 取り組みの実効力を高めるため、商工会との協働を図るとともに、後継者育成

とリーダーの育成に努めます。 

 

（３）主要施策 

１ 消費者ニーズと地域性を活かした商業経営の促進 

時代の急速な変化とともに、多様化する消費者ニーズを的確に捉え、柔軟に

対応できる経営努力を促します。また、地域小売店ならではの「顔の見える」

経営努力を促します。 

 

２ 南木曽駅前や集合型商業施設建設等魅力ある商店街の形成 

活気あるまちづくりの源となるよう、商店街の活性化と魅力づくりのための

組織づくり、組織強化に努めます。また、町内商店の販売力を高めるための事

業展開として、地域と協力して集合型商業施設建設のための研究を進めます。 

 

３ 零細事業者等への支援 

商工会と連携し、小規模事業者への経営指導に努めるとともに、町・県の制

度資金を活用し、小規模事業者の経営の安定化に努めます。 
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４ 特産品の開発と普及の推進 

地域固有の伝統的技術等を活かした特産品の開発と普及に努めます。また、

近年、注目されているスローフードに着目し、地域の食材・名物・名所の掘り

起こしと、特産品としての付加価値を高める取り組みを支援します。 

 総戦 1-3-1 集約型商業施設開設の開発協議会の設置、中小企業制度資金 

       地域消費拡大事業（地域商品券） 産業観光課 

 総戦 2-1-3 地域ブランド推進事業、スローフードの活用推進 産業観光課 

 総戦 2-2-3 伝統工芸品のＰＲ、工芸街道祭り絵の支援、伝統工芸体験プログラム 

       こだわりの匠市支援、工芸品産業振興事業補助金、ウッディクリエイト南木

曽（WCN）への支援 産業観光課 

 総戦 2-3-1 総戦 3-2-1 中小事業者雇用確保支援事業 産業観光課 

 総戦 2-3-2 創業支援 戦略室、経営指導 産業観光課 

 総戦 3-3-1 地元への就労支援 産業観光課 

 総戦 4-3-2 ビジネス英語教室の開設 産業観光課 

 

（４）達成目標 

 ５年前 現在 ５年後 ７年後 

地域商品券の利用実績 793 万円 685 万円 1,000 万円 1,000 万円 

事業者数 82 店舗 81 店舗 85 店舗 85 店舗 
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 ５ 工業の振興 

 

（１）現状と課題 

町の基幹産業である製材・木工業は、木材需要の需要の落ち込みに加え、資本

の零細性や従業員の高齢化、後継者不足などにより経営の近代化が進展しない状

況にあります。また、建設業においても公共事業の大幅な減少により、経営の合

理化と他事業への転換を迫られている状況に置かれています。製造業では、景気

回復基調により雇用情勢は好転しているものの、労働需要が充足できない状況が

続いています。 

 伝統工芸品においても、ろくろ細工や桧笠も安価な外国製品の普及や観光客の

減少等、厳しい状況が続いています。 

 このような状況の中、経営の合理化や協業化、ブランド化、新製品の開発、若

年層の就業などに対応した、新たな取り組みが求められています。 

 

（２）施策の方向 

 商工会と連携を図る中で、経営の合理化、協業化、経営規模の適正化に努めま

す。また、木材の持つ良好な特性を広くＰＲするとともに、地域色豊かな地場産

品の開発と需要の開拓に努め、付加価値の高い製品の生産を推進します。 

 働き手が不足している職種については、産業活性化検討委員会とともに、実効

性のある取り組みとなるよう対策に努めます。 

 地域の雇用において大きな比重を占めている誘致企業については、今後も連携

を図りながら安定した雇用の促進を促すとともにに、若者の定住化の促進と働く

場の確保のため、新たな企業誘致を進めます。 

 

（３）主要施策 

１ 企業の体質強化への支援 

企業の自主的な構造改革を促進し、経営の健全化と活性化を促進します。ま

た、事業者どうしの協調による業種を超えた共同体づくりなどの事業に商工会

と連携して取り組み、企業の体質強化を図ります。 

 

２ 設備の近代化と技術力向上への支援 

企業の設備近代化のための奨励・助成措置を行うとともに、指導機関の協力

を得て商品の付加価値を高めるなど技術の向上に努めます。 
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３ 金融対策と資本の充実 

国・県の補助制度や融資制度の利用促進を図り、経営基盤の強化のため内部

資本の充実を促進します。 

 

４ 市場の開拓と販路拡大への支援 

観光物産展などへの積極的な参加を呼び掛けるとともに、インターネットや

通信販売など新たな市場の開拓を進めます。 

 

５ 産業公害対策 

地域の環境が健全に保全されるよう、公害防止に対し関係機関と協力して適

正な指導を行います。 

 

６ 就業支援の充実 

新卒者の地元企業への就職を促すとともに、Ｕターン・Ｉターン希望者に対

し地元への就業転換が図られるよう情報提供に努めます。 

 

７ 地場産業の育成と定着の推進 

国有林に対し、地元木材関連企業に原材料の安定供給の要望をしていきます。 

また、ろくろ細工、桧笠、田立和紙といった工芸品産業に対しては、後継者

育成を中心に支援をしていきます。 

 

８ 企業誘致の促進 

長引く景気低迷の影響もあり企業誘致は難しい状況にありますが、町内誘致

企業とも連携を図りながら新たな企業誘致に取り組みます。また、近年、民間

企業による設置が活発化している福祉施設等も視野に入れ、多角的な誘致活動

に努めます。 

 総戦 2-3-1 総戦 3-2-1 中小事業者雇用確保支援事業 産業観光課 

 総戦 2-3-2 企業誘致活動 戦略室 

 総戦 3-3-1 地元への就労支援 産業観光課 

（４）達成目標 

 ５年前 現在 ５年後 ７年後 

製造品出荷額 73 億８千万円 68 億９千万円 80 億円 68 億９千万円 

新規就業者数 20 人 18 人 20 人 18 人 

誘致企業数 ５社 ０社 １社 １社 
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 ６ 観光の振興   

 

（１）現状と課題 

美しい自然環境や多くの文化遺産を活かした観光関連産業も長引く景気低迷に

よる旅行志向の減退により、陰りが見え始めています。旅行者のニーズや価値観

が多様化する中、従来の団体旅行から小グループや家族、個人を主体としたもの

に旅行形態も大きく変化をしています。 

南木曽町を取り巻くインフラ環境も大きく変わり、リニア中央新幹線や中央道

神坂スマートＩＣ等の建設により、ますます観光人口の流れが変化することが予

想されます。 

 町内にある多くの観光素材をどう結び付けるか、自然・体験・健康・本物志向

といった多様な旅行者のニーズをどう捉えていくかなど、今後の大きな課題です。 

 また、今後ますます増加が見込まれる外国人観光客をも魅了するような観光資

源の発掘と、既存の歴史文化を融合したコンテンツの提案と情報発信も重要な課

題となっています。 

 

（２）施策の方向 

 観光客を温かく迎え入れる気運の醸成を図るとともに、多様な国籍、ニーズ、

世代を受け入れられる質の高いサービスを提供できる仕組みづくりなど、リピー

ターが増加する観光地づくりを推進します。 

 また、木曽広域観光連携を中心として、中津川市や上伊那・下伊那地域などと

も広域観光連携の取り組みを推進します。 

 

（３）主要施策 

１ 滞在型観光地づくりの推進 

地域において継続的に催されている伝統的な行事や催事を観光資源として積

極的に発信・活用するとともに、リニア中央新幹線・中央道神坂スマートＩＣ

など、観光人口客層や旅行形態の変化により志向が高まっている体験型観光の

充実と拡大にも取り組み、滞在型観光地づくりを推進します。 
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２ ホスピタリティの向上支援 

観光客が気持ちよく町内観光が楽しめるよう、ホスピタリティ（おもてなし

の心）の向上に繋がる研修会や研鑽会などに積極的に取り組み、気運の醸成を

図るとともに、質の高い観光サービスの提供に努めます。 

 

３ 観光客の安全対策と案内の充実 

年々増加傾向にある外国人観光客の受け入れにも対応できるよう、案内看板

やパンフレットの多言語化の整備を進めるなど、体制づくりに努めるとともに、

災害時等における観光客の安全対策の充実に努めます。 

 

４ 広域観光連携の推進 

観光客の回遊性と滞在率を高めるため、木曽広域観光連携を中心に、中津川

市や上伊那・下伊那地域などとの広域的な観光連携の取り組みを推進します。 

また、「日本で最も美しい村」連合との協調体制を高める中で、積極的な観光

情報の発信に努め、都市部における認知度の向上と誘客促進を図ります。 

 総戦 2-1-1 観光振興の体制づくり、集客イベントへの支援、観光地整備事業 

       地域への観光地整備事業補助金、町内を巡るツアーの開発 

       各地区の観光協会への支援 産業観光課 

 総戦 2-1-2 Wi-Fi 環境の整備、外国人向け案内看板の設置、駅観光案内所の運営 

       外国人向けツアーガイドの育成 産業観光課 

 総戦 2-1-3 宣伝誘客活動 産業観光課 

 

（４）達成目標 

 ５年前 現在 ５年後 ７年後 

観光客数 584 千人 479 千人 510 千人 479 千人 
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 ７ 交流活動の推進  

 

（１）現状と課題 

近年、都市部に住む人たちの自然志向が高まっています。町では、平成 18 年か

ら愛知県長久手市との交流活動を進めており、民間団体を中心とした体験交流が

人気となっています。また、木曽広域連合を中心として木曽川下流域住民との交

流がイベントや地域催事などを通じて継続して行われています。 

 国内有数の観光地である妻籠宿を訪れる外国人観光客は年々増加傾向にあり、

観光を通じて地域住民との交流が高まりを見せています。 

 人口の減少等により地域の活力が失われていく中、地域振興や人づくり、地域

づくりに繋がる交流活動の充実・拡大が求められています。産業や地域催事など

の面でも新たな分野を開拓しながら、住民参加の交流活動を促進して地域間交流

をきっかけに、個の交流へ発展させていく必要があります。 

 

（２）施策の方向 

 観光催事や文化事業などを通じての交流をはじめ、都市部の子どもたちや子育

て世代、若者を対象とした体験プログラムなど、多彩な交流環境づくりを推進し

ます。 

 また、自然・歴史文化・地場産業などの既存の観光資源を交流拠点として積極

的にに活用し、交流人口の拡大に努めます。 

 

（３）主要施策 

１ 交流事業の充実と交流人口の拡大 

住民同士の交流の充実と拡大を目指し、地域住民と十分な連携を取る中で町

の観光催事や地域の伝統的催事を取り入れた交流事業の実施を推進します。 

２ 交流の推進 

木曽川下流域住民や長久手市との交流活動を継続的に進めるとともに、交流

推進組織の育成や、個の交流をサポートするなど住民の交流活動の充実に努め

ます。 

３ 交流環境づくりの推進 

町内観光地を交流拠点として位置付け、施設整備を進めるとともに観光催事

や文化催事などと連携して多彩な交流環境づくりに努めるとともに、交流から

移住・定住につなげられるような取り組みを推進します。 
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 総戦 2-1-2 ゲストハウスの整備（外国人）、外国人向け交流施設の整備 戦略室 

 総戦 2-1-3 広域連携の推進 産業観光課 

  総戦 2-3-1 町内出身者へ向けた情報の発信 3-1-2（再掲）戦略室 

 総戦 3-1-2 ホームページ・移住相談窓口の充実 戦略室 

 総戦 3-2-2 移住体験プログラム 戦略室 

 総戦 4-1-1 交流イベントの実施 戦略室 

 総戦 4-1-2 コミュニケーションセミナー等の開催、結婚相談事業 住民課 
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第第２２章章  元気に育て なぎそっ子  

 

 

 １ 子育て支援の充実     

 

（１）現状と課題 

妊婦期からの子育て支援として、妊婦健康診査を医療機関へ委託し実施してい

ます。また、助産師・保健師による対象全戸へ新生児訪問を行い、検診受診表の

結果も参考に新生児の状態把握や産後うつなどの早期発見・早期対応をおこなっ

ています。 

健康診査や相談は生後２か月～３歳までの発達確認指標の月齢等に実施し、個

別訪問は健康診査後の発達確認や保護者からの相談に応じています。 

保育園は、子育て支援及び地域コミュニティ※1 の拠点の中で重要な位置付けと

の判断から、平成 25 年度の読書保育園、26 年度の田立保育園、28 年度の蘭保育

園を最後に３園すべての耐震改修工事が完了しました。 

地域にとっても身近な保育園として親しまれ、児童の健やかな成長を支援する

ため、３歳児から５歳児までの保育に併せて、「延長保育・未満児保育」を３園で

実施しています。これは、近年の保育需要によるものですが、保護者の就労状況

に応じて可能な範囲で延長保育時間と未満時保育定員の拡大を図ってきました。 

しかしながら、全国的な人口減少のほか、中山間地域における急激な少子化は、

子ども同士で育む社会性や人間関係の育成に影響が生じ始めています。 

一方で、地域産業での労働力不足や共働き家庭の増加など女性の社会進出に伴

う保育ニーズの増加や子育てに対する悩みや相談も多くなっています。 

保育園入園後、就学後も保育園や学校・医療機関・木曽保健福祉事務所等との

連携で個別会議などに参加し、相談・受診対応等実施しています。近年発達に特

性のある乳幼児・児童生徒の増加があり家庭との連携も重要になってきています。

相談の中には、本来家庭で養う生活習慣も十分に行えない子どもや、子どもに対

するネグレクト※2 等の虐待と思われる内容も含まれることから、虐待防止に対す

る取り組みとして、教育委員会や児童相談所などの関係機関と連携した「南木曽

町こどもサポート協議会」が中心となって、子どもの安全安心な子育て環境の充

実を図ります。 

また、保護者が子育てに対する悩みや、子どもとの関わり方など相談しあえる

場の提供や、就学前のお子さんを一時的にお預かりする事業などを展開し、子育

て支援の充実を図っています。 

離別等によるひとり親家庭についても増加傾向にあり、経済面や養育面などの

問題を抱え精神的に不安定な状況におかれている場合も多く、適切な指導と援助

が求められています。 

このような、子育て支援を行う上では、特に家庭支援や父母親支援など子ども

と接する親への支援が今後さらに必要と思われます。 
―用語説明― 

 ※１【地域コミュニティ】生活地域、特定の目標、特定の趣味など、何らかの共通の属性及び仲間
意識を持ち、相互にコミュニケーションを行っているような集団（人々や団体）この中で、
共通の生活地域（通学地域、勤務地域を含む。）の集団によるコミュニティを特に「地域コミ
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ュニティ」と呼びます。 
 ※２【ネグレクト】幼児・高齢者などの社会的弱者に対し、その保護・養育義務を果たさず放任す

る行為 

 

（２）施策の方向 

子どもが心身ともに健やかに育つよう、家庭や保育園、教育委員会や関係機関

と連携を図りつつ、保護者の個別ニーズに対応した支援や保育ニーズに応じた保

育内容の充実に努めるとともに、子育てしやすい保育環境と安全安心な保育運営

を実施します。 

妊産婦から学童までを対象とした「子ども・子育て支援事業計画」「健康づくり

計画」に沿って、関係機関とのネットワークを強化し、子どもが生まれる前から

の育児相談や子育て支援及び児童虐待防止の取り組みを推進するため、子ども包

括支援センター機能の充実に努めます。 

ひとり親家庭における養育の安定のため、経済面と精神面から適切な援護を実

施するとともに、子育てが必要な保護者への家庭支援や、配慮が必要なお子さん

への支援など、保育園や教育委員会、関係機関と連携して支援に努めます。 
 

（３）主要施策 

１ 妊婦期から産後の子育て支援の充実 

  初めて妊娠・出産するお母さんは、赤ちゃんが生まれてくるまでいろいろな

心配があります。生まれる前から乳児に必要な支援や子育ての仕方など、子ど

もの健やかな成長のための必要な相談や支援を行います。 

また、出産後の赤ちゃんはもちろん、お母さんの産後うつなど悩みを抱え込

まないよう、家族支援もふまえた個別支援を重視した相談支援を図っていきま

す。 

 

２ 保育事業の充実 

豊かな人間性を持った子どもの育成を目標に、乳幼児一人ひとりの保育ニー

ズに応じた保育を実施するとともに、地域の保育ボランティアや保護者等との

連携を図り、地域の特色を生かした保育を展開します。 

また、望ましい食習慣を身に付け、心身ともに健やかな成長に寄与できるよ

う、食育を推進します。 

  施設面においては、耐震診断・改修工事を完了しましたが、定期的な修繕や

維持管理を適正に行い、安心安全な保育施設を確保していきます。 

全国的な課題となっている待機児童につきましては、南木曽町では現在あり

ませんが、共働き世帯の増加等に伴い未満児の受入れが増加傾向となっている

ため、保育士の確保を図りつつ、地域の需要にあった保育園運営に努めます。 

 

３ ファミリーサポート等による子育て支援の充実 

心身ともに健全な子育ては、家庭や職場、保育園、学校はもとより隣近所な

ど地域の理解や協力が不可欠です。地域のボランティアなど地域力を最大限活 
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用し、会員組織によるファミリー･サポート事業を引き続き推進します。 

また、放課後子ども教室やコミュニティースクール、公民館における各種事

業など、地域が一体となった子育て支援を推進するため、各種団体との連携を

図りつつ各施策の充実を図ります。 

 

４ 相談業務の充実 

子育てや子どもに対するさまざまな問題の相談窓口を設け、誰もが気軽に相

談できる機会を増やします。また、生活上での不安や悩み、困りごとの把握、

専門的な支援の必要性等の判断など、保育園、学校、教育委員会及び家庭の連

携を密にした子育て相談の充実を図ります。 

 

５ 児童虐待防止の取り組み強化 

当町においても、家庭や職場などでの悩み事やストレス訴える方や、出産後

の子育てに対する産後うつ等の症状と思われる方が見受けられ、そのことから

子どもに対して必要な育児対応が行えず、知らないうちにネグレクト等の児童

虐待に繋がる事例が見受けられます。 

虐待を未然に防ぐとともに子どもの安全安心を確保するため、教育委員会や

学校、児童相談所、保健福祉事務所及び警察等と組織した「南木曽こどもサポ

ート協議会」を活用し、情報を共有して児童虐待防止の取り組みとネットワー

クの充実を図ります。 

また、近年、全国的に産後にうつ症状となり乳児に虐待を与えてしまうケー

スや、若年結婚で十分な知識がないために、知らないうちに行ってしまう虐待

やネグレクトがあることから、妊娠期から育児相談やアドバイスなど早期の予

防対策の充実を図ります。 

 

６ 母子・父子福祉の充実 

子どもを養育しながら生活することは、精神的にも経済的にも不安定な状況

を生じやすいため、母子・父子家庭の生活基盤を確立し、安心して生活ができ

るよう施策を講じます。また、生活安定と自立を支援するため、地域と密接に

関わりのある民生児童委員などと連携した相談・指導体制を充実し、各種制度

の周知と活用の促進に努めます。 

 

７ 安心できる子どもの居場所の確保 

保育園は、働く保護者の支援を図るとともに、標準保育時間の拡大により安

心できる居場所として引き続き確保していきます。 

近年、少子化に伴い地域で子ども同士で遊ぶことができなくなることや、共

働き世帯の増加などで、子どもが家で一人となることが見受けられることから、

小学生を対象とした放課後子ども教室による居場所の確保を図ります。 

また、子ども教室の運営にあたり、不足するサポーターの募集や育成を図り 
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つつ、保護者と意見を交わしながら、継続性のある居場所として確保を図ると

ともに、利用者ニーズの把握に努め、より利用しやすい居場所となるよう進め

ます。 

 

８ ブックスタートを契機とした読書活動の推進と充実 

  生涯学習関係事業や保健事業と連携し、ブックスタート事業やあそびの教室

など子どもの成長に必要な事業展開を行うとともに、おやこのひろばや園開放

事業などお子さんの健やかな成長と心身ともに健全な乳幼児の育成を図りま

す。 

また、保育園と小学校・教育委員会の連携を密にし、就学前連絡協議会の充

実を図ります。 

 総戦 4-2-2 乳幼児一時預かり、おやこのひろば、ミニ・ファミリーサポートセンター 

       ブックスタート事業、5歳児相談、公園の整備、保育園児検診、通園バスの

運行教育委員会 

       新生児訪問、離乳食教室、2か月児相談、お誕生相談 住民課 

 総戦 4-2-3 すこやか子育て支援事業、保育料第 3子減免 教育委員会 

 総戦 4-3-1 放課後子ども教室 教育委員会 

 

 

  （各年度３月 31 日現在） 
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第第２２章章  元気に育て なぎそっ子  

 

 

 ２ 家庭教育の充実   

 

（１）現状と課題 

家庭は、子どもたちの教育の原点であり、人間形成の基礎を築く場として非

常に重要な役割を果たしています。 

一方で、家庭環境の多様化や地域社会の変化などにより、基本的な生活習慣

の乱れや核家族化による祖父母・親など多くの人から引き継がれた人間形成が

損なわれ、生まれながらに家庭で学んだ生活習慣や社会性などが低下していま

す。 

子どもが生まれる前の親への支援や子どもが生まれてから成長するまで、切

れ目のない支援を再確認するとともに、家庭教育の重要性や家庭の教育力の向

上、地域や社会全体で子育てを支える環境整備が課題となっています。 

 

（２）施策の方向 

家庭内での教育について、家族の役割や大切さを再認識しながら、基本的な

生活習慣、社会生活の基本ルールの習得を推進するとともに、恵まれた自然環

境や地域の人材を活用した子育て支援の充実を図ります。 

 

（３）主要施策 

１ 家庭教育の充実 

家庭教育の必要性を再確認するとともに、子どもが生まれる前から子育て

支援に関する家庭教育の必要性や情報提供・相談体制の充実を図ります。 

また、支援者の育成や母子保健施策と連携して家庭の教育力の向上を図る

取り組みを進めるとともに、子育てを支える環境整備やワーク・ライフ・バ

ランス※の推進に努めます。 

家庭教育で必要な生活習慣や社会性の習得について、関係機関が連携し必

要な情報提供や支援に努めます。 

 

２ 乳幼児教育の推進 

生涯にわたる人格形成の基礎が培われる重要な時期であることから、妊娠

時期から子育てに必要な情報提供等に努めるとともに、乳幼児一人ひとりの

望ましい発達を促していくために、乳幼児教育を積極的に進めます。 

また、乳児検診や定期健診、子育て教室「おやこのひろば」など各種事業

実施の際にも相談に応じ、必要な乳幼児教育の支援を図ります。近年特に、

母親の自主サークルやママ友の集まりなど、地域の独自で実施している活動

などとも連携を図りながら、乳幼児に必要な学習支援に努めます。 
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さらに、保育園の家庭教育学級支援、保育園開放と保育園・小・中学校・教

育委員会・保護者間の情報交換にも積極的に取り組み、子どもが生まれる前か

ら生まれて間もない乳幼児期、保育園、小・中学校、高校等の卒業まで切れ目

のない支援に努めます。 

―用語説明― 

※【ワーク・ライフ・バランス】仕事と生活の調和 
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第第２２章章  元気に育て なぎそっ子  

 

 

 ３ 青少年の健全育成    

 

（１）現状と課題 

青少年を取り巻く社会環境は大きく変化し、子どもの安全で安心な生活を脅か

す事例が多くなり憂慮されています。この状況は、子どものお手本となるべき大

人社会が悪影響を及ぼしていると言っても過言ではなく、大人自身の自覚が求め

られています。 

ＩＴ機器の急速な普及と情報の氾濫、地域や世代間のコミュニティ機能の衰退

など社会構造の変化に伴う課題など、青少年に与える影響は複雑化、多様化して

います。 

家庭や学校、地域社会など関係者が連携して一体となった健全育成を図る取り

組みが求められています。 

当町では、これまで以上に地域による教育力を高めるために、関係機関が密接

に連携を取り合って、「地域の子ども」として子どもたちを健全な方向に導く必要

性があります。 

（２）施策の方向 

各地域において活動の核となる青少年育成会活動をはじめ、子どもが係わる活

動を支援します。「青少年は地域社会からはぐくむ」という観点に立ち、家庭・学

校に加え公民館や関係諸団体との連携を深め、住民総ぐるみで青少年の健全育成

を進めます。 

（３）主要施策 

１ 青少年育成活動の推進と充実 

青少年育成をはじめとする諸活動を支援するため、地域の青少年育成会、ス

ポーツ少年団、ＰＴＡ等、子どもの活動する場を確保し、これらの団体の支援

と連携を図るとともに、各種公民館事業等による子ども向けの体験教室や講座

を開催します。 

また、地域の一員として地区行事や伝統行事への積極的参加を呼びかけ、地

域や世代間の交流を深めるようにします。 

 

２ 健全な社会環境づくり・非行防止活動の推進 

有害図書や町内における有害情報などの実態を把握し、地域での巡回活動や

啓発活動等により浄化活動を実施します。 

また、地域や家庭において幼い時から「いじめ」を許さない環境づくりを呼

びかけ、青少年の非行・被害防止のための啓発活動、社会を明るくする運動へ

の協力など、関係団体、地域一体となった非行防止活動を推進します。 
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第第２２章章  元気に育て なぎそっ子  

 

 

 ４ 学校教育の充実    

 

（１）現状と課題 

当町では、豊かな自然環境と地域の特性を活かしながら、自主的で創造力があ

り協調性を持った子どもの育成を目標として学校運営が図られています。今後も

学校・家庭・地域が相互に連携協力し、お互いの役割を果たしながら、より一層

健全な学校教育が求められています。 

過疎化・少子高齢化が進み、小中学校の児童生徒が年々減少する中、今まで以

上に学校・家庭・地域住民・行政が一体となり、学校教育の充実に取り組む必要

があります。 

施設面では、小中学校施設の適切な維持管理、有効活用を進めます。 

 

（２）施策の方向 

町では、学習指導要領の基本方針に基づき、各学校が取り組む特色ある学校運

営や開かれた学校づくりについて、必要な支援・環境整備を図ります。 

また、少人数教育の充実など、町独自の施策を積極的に推進します。 

 

（３）主要施策 

１ 確かな学力と体力を身につける教育の推進 

少人数学習集団による授業などで、一人ひとりに応じた指導の充実や発展的

学習・補充的学習により、学習習慣・生活習慣の定着と基礎学力の向上を図り

ます。 

発達段階に応じたスポーツ指導を通じ、スポーツの習慣化と体力・運動能力

の向上を図ります。 

また、小中学校と高等学校の連携を積極的に推進し、地域の教育力向上に努

めます。 

 

２ 心身の健全育成と思いやりの心を育む教育 

不登校やいじめなどの悩みや不安を抱える子どもや保護者に対して、学校・

家庭・地域・関係機関が連携し、適切な相談支援を行うとともに、道徳教育、

人権教育、福祉教育及び環境教育の推進により、思いやりの心を育成します。 

また、望ましい食習慣を身に付け、心身ともに健やかに成長できるよう食育

を推進します。 
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３ 国際社会に生きるための国際理解教育の推進 

ＡＬＴ（外国語指導助手）を継続配置します。中学生の語学力の向上に積極

的に取り組むとともに、小学生の外国語及び外国文化への親しみを深めること

により、国際理解教育を推進します。 

 

４ 情報化社会に対応できる情報（ICT）教育※1の推進 

情報通信を活用する能力や技術を身につけるため、パソコン教室の充実や校

内ＬＡＮの整備などを図り、情報教育を推進します。 

また、児童生徒の学力向上や学習態度の改善にも繋げていきます。 

 

５ 読書活動の継続 

読書活動は、子どもたちの豊かな感性や表現力、思考力、創造力などを高め

るために重要であることから、「絵本」を通じて、親子が言葉と心を通わすかけ

がえのない時間を持つことを応援するブックスタート事業を契機とし、セカン

ドブック、サードブック事業の推進により、家庭と連携した読書指導の充実を

図ります。「総合的な学習の時間」等において、多様な教育活動を展開すること

ができるよう学校図書館の一層の活用を図るとともに、自主的に読書活動に取

り組むことのできる環境づくりに努めます。 

  また、ＰＴＡ、地域ボランティア等との協働による読書活動の充実に努めま

す。 

 

６ 特別支援教育の充実 

障害のある子どもや保護者に対し、早期から地域での一貫した相談支援を行

うとともに、一人ひとりの教育的ニーズに柔軟に対応するため、福祉・保健・

医療等の関係機関との連携を図り、適切な教育的支援を推進します。 

 

７ 地域と連携した学校行事（信州型コミュニティースクール※2）の充実 

  地域の団体・住民と学校が連携し、一体となって学校目標具現に向けた学校

教育活動の充実と、児童生徒の育成への取り組みを推進します。 
―用語説明― 

 ※１【情報（ICT）教育】学校教育の場に情報通信技術（information communication technology）を活用する
こと。ﾃﾞｼﾞﾀﾙｶﾒﾗ、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀｰ、電子黒板、ﾊﾟｿｺﾝ、ﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末などを用いた教育を指す。 

 ※２【信州型コミュニティースクール】長野県が提唱する「各学校が地域との間に築き上げてきた土台の上に、
新たに(1)学校運営参画(2)学校支援(3)学校評価機能を一体的・持続的に実施する仕組みを構築して、
学校と地域住民の協働による地域に開かれた信頼される学校づくり」のこと。 

 総戦 3-1-1 学生の職業体験支援 教育委員会・戦略室 

       学校教育の地元食材使用 教育委員会・産業観光課 

       ウッディ―スタート事業、林業体験学習 産業観光課 

 総戦 4-3-2 セカンドブック・サ－ドブック事業、ALT の設置 教育委員会 

 総戦 4-3-4 クラス数確保のための教員の雇用、遠距離通学地域への定期券購入 

       スクールバスの運行、信州型コミュニティースクールの推進 教育委員会
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第第２２章章  元気に育て なぎそっ子  

 

 

 ５ 地域高等学校への期待と支援     

 

（１）現状と課題 

長い歴史と伝統のある蘇南高等学校は、地域の教育力向上に欠かせない教育機

関としての役割を果たしています。しかしながら、現状では少子化や子どもの意

識の多様化等から蘇南高等学校への進学者が年々減少してきており、県の高校再

編基準から見ると存続について新たな取り組みが必要とされています。 

広い木曽地域において教育の機会均等を確保し、地域における教育活動の推進

力として、地域が求める若者を育成する場として、町には蘇南高等学校の存在は

不可欠です。 

 

（２）施策の方向 

地域を挙げて蘇南高等学校の存続のため、新たな魅力ある学校づくりのための

取り組みを積極的に支援します。 

 

（３）主要施策 

１ 蘇南高等学校の存続を図るための応援 

地域を挙げて蘇南高等学校への支援を行い、学校・地域・行政が一丸となり

魅力ある学校づくりを応援します。 

また、総合学科の優れた特徴をＰＲし、より多くの生徒が集い学ぶ学校づく

りを支援します。 

２ 地域や学校との連携・協調 

保育園・小中学校・高等学校の連携教育を推進し、学力向上に向けた取り組

みを一層進めます。 

また、地元企業等との連携や交流、地域の人材活用を積極的に進めます。 

 総戦 3-1-2 同窓会支援事業 教育委員会・戦略室 

 総戦 3-1-3 大学等への就学支援 戦略室 

 総戦 4-3-3 進学者講習の実施、海外語学研修の参加者負担金の補助、生徒の受け入れ先

の確保 教育委員会 

 

（４）達成目標 

 ５年前 現在 ５年後 ７年後 

地元中学校の 

蘇南高等学校進学率 
52.9% 42.9% 60.0% 60.0% 

 



 第 10次南木曽町総合計画 基本計画 第２章 
 

- 103 - 

 

 



第10次南木曽町総合計画 基本計画 第３章  
 

- 103 - 

 

第第３３章章  健康で元気なハッピーライフ  

 

 

 １ 地域福祉の推進    

 

（１）現状と課題 

南木曽町の独居高齢者、高齢者世帯員、障がい児者、要介護者等の要援護者は、

1,778 人で人口に対し 27％にのぼります。 

人口の４割が 65 歳以上の高齢者で占める中、高齢の方も障がいのある方も、誰

もが住み慣れた地域社会で過ごすためには、公的なサービスの拡充と地域住民が

相互に日常生活を支え合う仕組みづくりが必要となります。 

全国的には、貧困対策が問題になっています。生活保護に至る前の段階にある

生活困窮者に対し、自立に向けた相談支援を行うため、木曽保健福祉事務所、長

野県木曽生活就労支援センターまいさぽ木曽、ハローワーク等関係機関との連携

を図ります。 

今後は、外出機会が少ないひきこもりに関しても、フォローする体制を構築す

る必要があります。 

現在、避難が難しい要援護者台帳により、災害対応として安否確認を取る体制

が構築されています。今後も台帳の更新を行い、命を守る対応に努めます。 

誰にでも、優しく、身近で、頼りがいのある福祉施策に取り組み、社協、ＮＰ

Ｏ、医療機関などの関係団体と連携します。 

 

（２）施策の方向 

誰もが住み慣れた地域でいきいきと過ごしていくために、支援を必要とする一

人ひとりを地域全体で支える体制が必要です。生活や介護の相談など、多様なニ

ーズに応えることができるよう、医療・介護・福祉・保健関係者等との連携を図

りながら、支援体制の整備、質の高いサービス提供に努めます。 

また、結婚相談や心配ごと相談、福祉教育の推進等に努め、誰もが安心して過

ごせる体制づくりを行います。 
―用語説明― 
※１【ドメスティック･バイオレンス(DV)】配偶者間や内縁関係（過去の関係も含む）、恋人関係等

の親密な関係（過去の関係も含む）の間等に起こる暴力や暴力による支配状態。ここでいう
暴力とは、身体に対する暴力だけではなく、精神的なもの、経済的なもの、性的なものなど
の身体に対する暴力に準ずる心身に有害な影響を及ぼす言動も含みます。  

 

（３）主要施策 

１ 地域福祉のまちづくり 

南木曽町社会福祉協議会と協力し各種事業への取り組みを行います。特に生

活相談支援事業の成年後見制度に対する相談や手続き、生活困窮者に対する相

談窓口、認知症等の相談対応、金銭管理等の支援を強化します。 
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２ 住民参加の促進 

住民参加による、なぎそ・おたすけ隊が発足し活動しています。さらに多

くの隊員の登録と活用を目指します。あわせて地域のボランティア活動を支

援します。 

 

３ 人権啓発及び人権擁護活動の推進 

経済的・物質的豊かさのみを追い求め、人間としての豊かさが育まれず、

自己中心的で優しい心づかいや思いやりの心が失われ、いまだに生命・身体

の安全に関わる事象や不当な差別・いじめなどの人権侵害が存在しているこ

とから、人権尊重の普及のため人権擁護員と協力し啓発活動に努めます。 

 

４ 安心して暮らせる支援体制の整備 

身近な存在である民生児童委員による地域の見守り活動は、顔の見える支

援であり高齢者等の安心感や気軽な相談窓口として大きな役割を果たして

います。今後も頼れる存在としての活動を支援します。 

災害や急な出来事の際に、支援を受けることのできる体制を構築します。

施設への一時的な避難等を行える協力体制をつくり、有事の際に頼れる場所

の選択肢を広げます。 
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第第３３章章  健康で元気なハッピーライフ  

 

 

 ２ 地域医療の充実  

 

（１）現状と課題 

医療と介護の総合確保法により地域医療構想が策定され、医療機関の再編が

実施されました。この再編により近隣の医療機関は病床数や医療体制が見直さ

れ縮小されました。町内の医療機関及び関連施設は、一般診療所１施設、歯科

医院１施設、訪問看護ステーション１施設がありますが、訪問看護ステーショ

ンは看護師不足により現在休止状態となっています。住民が利用している医療

機関は、主に町内の医院、隣村・中津川市の医療機関、木曽町の県立木曽病院

等ですが、県立木曽病院、中津川市の病院までは通院に 40 分から１時間ほど

かかり交通の不便さが課題となっています。 

また、郡内医師の高齢化の問題もあり今後の医療、人材の確保は深刻な課題

となっています。 

精神科、がん治療等専門分野の入院機能を兼ね備えた病院は近隣にはなく、

松本市、飯田市及び多治見市、名古屋市などまで通院しなければならない状況

です。 

さらに、近年、終末期医療のニーズが高まっており在宅診療は主に町内の医

院や近隣の訪問看護ステーションに委ねられており今後増加すると予想され

ます。 

救急医療は県立木曽病院や中津川市民病院への搬送がほとんどで搬送時間

の延長による救急車不在の事態が予測されます。 

様々な課題が山積しており、今後も医療の確保のために町内をはじめ木曽保

健福祉事務所や木曽広域連合、近隣の市町村や医療機関等との広域的な連携が

求められています。 

 

（２）施策の方向 

医療と人材の確保のため近隣市町村や木曽広域連合、木曽保健福祉事務所は

もとより県や国とも連携し住民の命を守る視点から主要施策を実施します。ま

た医療機関との連携により切れ目のない在宅医療・看護を確保します。 
 



 第 10次南木曽町総合計画 基本計画 第３章 
 

- 106 - 

 

 

（３）主要施策 

１ 地域医療体制の確保の推進 

医療機関・医師会との連携はもとより、国・県・木曽広域連合・木曽保健

福祉事務所、近隣市町村等と連携しながら、人材確保に努めます。また医療

機関との連携を密にし、切れ目のない医療・介護・福祉の実現に努めます。 

 

２ 受診しやすい体制の確保 

医療機関、近隣町村、木曽広域連合や県等との連携を図りながら、受診し

やすい交通網の整備に努めます。 

 

３ 救急医療体制の確保 

ドクターヘリの活用も合わせ救急医療体制を確立します。 

 

４ 適正受診の推進 

不要不急の夜間・休日受診や重複受診を減らし、適切な医療サービスが受

けられるように、あらゆる機会を捉えて適正受診を促しながら、自己管理意

識の高揚と健康づくりを推進します。 

 総戦 1-3-3 木曽広域連合との連携、坂下病院救急医療負担金 住民課 
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第第３３章章  健康で元気なハッピーライフ  

 

 

 ３ 高齢者福祉の充実 

 

（１）現状と課題 

町の高齢化率は、平成 29 年４月現在で 41.7%となっており今後も高い水準で推

移することが見込まれ、特に独居や高齢者世帯の増加が予想されます。この点を

踏まえて、介護保険事業のほかに高齢者の日常生活を支える仕組みづくり、高齢

者の知識や経験を生かす社会参加の推進及び生きがい活動が必要です。 

なお、介護保険制度は、社会全体で介護を支える制度として平成 12 年４月より

施行され、木曽広域連合が保険者として事業を運営し、サービス提供基盤等の整

備が進められています。平成 18 年の法改正で、要介護状態になることを予防する

「介護予防事業」が導入されて介護予防対策が重視されるようになり平成 29 年度

からは医療と介護の総合確保法により要支援者の通所・訪問サービスが介護保険

給付から地域支援事業に移行され、町が実施することになりました。 

介護予防事業高齢者調査では、独居が全体の２割、高齢者二人暮らしが４割で、

高齢者のみの世帯が６割を占めています。介護保険認定者の原因となっている疾

患では、認知症が最も多く、次いで膝や腰等の整形外科的疾患、脳血管疾患で、

全体の８割を占めています。これらの状況から、生活等の支援が必要な高齢者が

増加しており、今後もこの傾向は続くと予想されています。 

この点において、すべての高齢者が可能な限り住みなれた地域で個々の能力に

応じ、自立した日常生活を営むためには次のことが課題となります。 

(1) ①介護、②予防、③医療、④生活支援、⑤住まいの５つのサービスを一体

化していく「地域包括ケア」体制の構築により、地域の実情、特性等を反映

させ、この地域に相応したサービスの提供体制を実現すること。 

(2) 協働による地域づくり、生きがい活動等により介護予防に取り組むこと。 

 

（２）施策の方向 

高齢者が住み慣れた地域社会の中で、基本的人権が尊重され、ともに支えあい、

誰もが安心して生活ができるよう「南木曽町老人福祉計画」「介護保険事業計画」

を指針として、その実現を図ります。また、高齢者が自らの経験と知識を生かし

て、生きがいをもって社会参加が図れるよう、関係機関と連携し、地域住民との

協働による支えあいの地域づくりを視点に、介護予防事業を積極的に推進します。 

木曽広域連合・介護保険サービス事業者・医療機関等とのネットワークを更に

強化し、自立支援に基づく介護保険サービスの充実を図ります。また、認知症対

策として、地域の見守りネットワークを充実させ、地域で支えあう体制づくりを 
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強化します。 

 

（３）主要施策 

１ 介護保険事業の充実 

地域包括支援センターにおいて、地域住民の心身の健康の保持及び生活の安

定のために、地域包括ケア体制の整備に努め、関係機関との連携のもと、必要

な指導助言に努めます。また、木曽広域連合と連携して介護保険施設整備、従

事者確保について検討します。 

 

２ 高齢者の社会参加と生きがい対策の推進 

地域社会を支える高齢者の持つ豊かな知識・技能・経験を生かし、活力ある

社会を構築するため、関係機関との連携により交流活動や生きがい活動を支援

します。 

老人クラブ等の活動支援や、働くことによる社会参加と生きがい活動を目的

とするシルバー人材センター等の活動を支援します。また、社協ボランティア

センターとの連携強化を図ります。 

 

３ 高齢者福祉事業の充実 

介護保険事業以外の在宅生活を支える事業として、緊急対応や一人暮らし老

人世帯等を対象とする緊急通報体制整備、高齢者タクシー等乗車券助成事業等

の外出支援事業、訪問理美容事業等を推進します。また、民生児童委員の協力

を得て、独居・老々世帯等の実態把握に努め、高齢者の日常生活をささえる生

活支援体制づくりについて、生活支援体制整備協議体の強化を図り生活支援コ

ーディネーターの活動の活性化を促し関係機関と連携して協議を進めます。平

成 28 年４月から組織された地域支えあい有償ボランティア組織「なぎそ・おた

すけ隊」の活動を支援します。 

各地域で実施されている敬老会は、地域がお年寄りを敬うための大切な催し

として位置付け、この催しに対して今後も社会福祉協議会を通じて支援します。 

 

４ 地域支援事業の充実 

高齢者が可能な限り長期に亘り介護を必要としない生活が送れるよう、基本

チェックリストによる介護予防事業対象者の把握に努め、通所型サービスや訪

問指導事業等の充実を図ります。また、高齢者の誰もが参加できる介護予防事

業として、社協・なぎそチャレンジクラブ・医療機関等と連携して住民と共に

行うサロン事業・住民主体の運動教室・地域巡回リハビリテーション事業等を

地域づくりの視点を持って支援します。併せて介護予防サポーター等の活動を

支援します 

なお、介護予防から介護保険サービスへの移行については、高齢者の状態に

応じたサービスの切れ目のない提供を行うため、木曽広域連合・介護保険事業 
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者・医療機関等との連携を図り、自立支援の理念に基づき支援します。 

 

５ 相談支援業務の充実 

相談窓口としての地域包括支援センターの役割を住民に周知し、本人・家族・

関係機関等からの様々な相談に対して的確な状況把握を行い、関係機関と連携

し早期に対応します。権利擁護や高齢者虐待については、専門機関との連携に

より適切迅速に対応します。 

 

６ 認知症への対策 

高齢者が住みなれた地域で安心して住み続けられるための環境づくりとし

て、認知症サポート医との連携による認知症初期集中支援チームの活動を活性

化し、医療機関や認知症疾患医療センター等との連携強化を図り、また認知症

高齢者等徘徊・見守りＳＯＳネットワーク事業の充実を図ります。さらに、地

域での認知症理解のため、小中学生・一般住民対象の認知症サポーター養成等

により普及・啓発や人材育成に努めます。また、認知症の人や家族の支援とし

て、認知症カフェの設置や日常生活用具給付等に努めます。 

 総戦 1-1-3 総戦 1-3-1 地域支え合いの会への支援 住民課 

（４）達成目標 

 ５年前 現在 ５年後 ７年後 

介護予防サポーター数 ０人 181 人 200 人 380 人 

認知症サポーター数 196 人 372 人 500 人 1,000 人 

なぎそ・おたすけ隊協力会員数 ０人 64 人 150 人 150 人 

認知症カフェ設置数 ０か所 １か所 ７か所 ７か所 

 

高齢者人口の推移と将来推計（平成 27年 3 月作成） 

区 分 
平成 
26 年 

平成 
27 年 

平成 
28 年 

平成 
29 年 

平成 
32 年 

平成 
37 年 

人
口
推
移
と
推
移 

総人口 4,636 4,574 4,505 4,436 4,229 3,858 

４０歳未満 1,404 1,366 1,324 1,282 1,157 1,036 

４０歳以上 3,232 3,208 3,181 3,154 3,072 2,822 

４０～６０歳 1,435 1,411 1,375 1,340 1,233 1,089 

６５歳以上 1,797 1,797 1,806 1,814 1,839 1,733 

 前期高齢者 65～74 703 694 700 705 721 602 

 後期高齢者 75～ 1,094 1,103 1,106 1,109 1,118 1,131 

構
成
比 

４０歳未満 30.3 29.9 29.4 28.9 27.4 26.9 

４０～６０歳 31.0 30.8 30.5 30.2 29.2 28.2 

６５歳以上 38.8 39.3 40.1 40.9 43.5 44.9 
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要介護認定者数の推移と将来推計（平成 27 年 3月作成） 

区分 
平成 
21 年 

平成 
26 年 

平成 
27 年 

平成 
28 年 

平成 
29 年 

平成 
32 年 

平成 
37 年 

要支援 38 25 25 24 23 25 24 

要介護１ 42 68 72 76 79 87 87 

要介護２ 62 91 86 81 75 80 79 

要介護３ 59 75 76 76 77 80 81 

要介護４ 46 53 55 57 60 68 70 

要介護５ 35 44 45 48 51 57 57 

合 計 282 356 359 362 365 397 398 

高齢者人口 1,825 1,797 1,797 1,806 1,814 1,839 1,733 

認定率 15.5 19.8 20 20 20.1 21.6 23 

 

南木曽町老人クラブの状況（平成 29 年 4月作成） 

クラブ名 地区名 会員数 

白寿会 与川 21 人 

寿会 北部 38 人 

松寿会 三留野 35 人 

喜楽会 妻籠 120 人 

蘭喜楽会 蘭 87 人 

広和会 広瀬 75 人 

老松会 田立 187 人 

合計  563 人 
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第第３３章章  健康で元気なハッピーライフ  

 

 

 ４ 障がい者福祉の充実 

 

（１）現状と課題 

 障がい者福祉サービスは、平成 25 年４月から障害者総合支援法によるサービス

が施行され、平成 30 年４月には法改正により新たなサービスも創設されます。町

は、福祉サービスの内容を一元的・総合的に調整しサービスを提供するため、住

民に最も身近な自治体として、その役割は極めて重要になっています。 

 一方で、福祉サービスの中には、町単独での実施が困難なサービスがあるため、

広域的に連携した方が効率的なサービスは、木曽圏域での対応が必要となってい

ます。 

 平成28年度には障害者差別解消法、成年後見制度利用促進法が施行され、障が

い者の人権、権利擁護が法的に整備されています。今後、こういった法律や国の

制度改革を踏まえて適切に対応するため、次の点が重要となっています。 

(1) 障がい者の人権を尊重した社会共生の実現 

(2) 障がい者の多様な選択肢を保障し、地域で安心して生活するための相談 

    支援体制 

(3) 地域住民への啓発活動 

(4) 地域生活支援拠点※１など地域で生活するための体制整備 

 

（２）施策の方向 

 障がいの早期発見・治療に努めるとともに、「ノーマライゼーション」の理念の

もとに障がい者の自立と社会参加を支援して、住み慣れた地域で個性を活かしつ

つ社会の一員として自立した生活と活動ができる地域社会を目指します。 

 そのためには、南木曽町障害者福祉計画に沿って「木曽障がい者総合支援セン

ターともに」などの関係機関と連携しながら障がい者の個々のニーズに応じた相

談支援事業を拡充し、地域生活支援拠点の整備をはじめ、総合的な生活支援と就

労支援を進めるとともに、就労支援施設※２や地域活動支援センター※３などの日中

活動の場の充実を図ります。 
 ―用語説明― 
 ※１【地域生活支援拠点】 

障がい者の高齢化、重度化や「親亡き後」を見据え、障がい児者の地域生活支援を推進する

観点から、障がい児者が住み慣れた地域で安心して暮らしていけるよう様々な支援を切れ目

なく提供できる仕組みを構築するため、地域支援のための拠点の整備等のこと。 

※２【就労支援施設】 以下の事業を行う施設 

就労継続支援(Ａ型）：通所により、雇用契約に基づく就労の機会を提供するとともに、一般

就労に必要な知識、能力が高まった者について、一般就労への移行に向けて支援すること。 

就労継続支援(Ｂ型)：通所により、就労や生産活動の機会を提供(雇用契約は結ばない)する

とともに、一般就労に必要な知識、能力が高まったものは一般就労への移行に向けて支援 
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すること。 

就労移行支援：一般就労等への移行に向けて、事業所内や企業における作業や実習、適性に

あった職場探し、就労後の職場定着に向けて支援すること。 

※３【地域活動支援センター】 

障がい者等を通わせ、地域の実情に応じ、創作的活動または生産の活動の機会の提供、社会

との交流の促進等の便宜を提供する場。 

 

（３）主要施策 

１ 広報啓発活動の推進と障がい者の権利擁護 

「ノーマライゼーション」の理念の普及や福祉ボランティア・障がい者理解

の促進に努め、広報啓発活動を積極的に実施します。特に、障がい者の虐待防

止に関しては、障害者虐待防止法や、法に定める「虐待防止センター」※１の周

知を図ります。また、障害者差別解消法に基づき、木曽圏域の他町村や障害者

総合支援センター等と連携し、障害者差別解消支援地域協議会の設置を進めま

す。 

障がい者が特別な存在ではなく、一人の生活者として人権が尊重され、自分

らしい生活を実現できるよう、法定後見人制度や日常生活支援事業を活用しま

す。 

 

２ 相談支援事業の推進 

障がいの早期発見受診、相談・指導のため、各種健診事業の充実に努めます。

また、幼児期・就学期にある障がい児や在宅で生活する障がい者の地域生活を

支えるため、保育園、学校、保健福祉事務所、児童相談所、木曽障害者総合支

援センター、社会福祉協議会及びＮＰＯ法人などの関係機関と連携し、相談支

援事業の推進に努めます。 

障害者総合支援法に示された相談支援事業等の充実をはじめ、様々な相談支

援体制の強化・連携を図ります。 

 

３ 継続した支援体制の確立 

早期に相談につなげることで、適切な療育・治療に結び付き、就学後の支援

についても速やかな移行を可能とするため、保育園・学校・児童相談所・保健

福祉事務所等と連携します。療育事業の実施については、保育園･学校等と連携

し、木曽障害者総合支援センターの療育事業等を活用します。また、「南木曽町

こどもサポート協議会」の個別ケース会議を通じて、個々の状況に応じた支援

を実施します。 

 

４ 障がい者の地域生活支援と就労支援 

障がい者の地域生活の支援、就労支援といった課題に対処するため、自立支

援サービスの拡充とともに、地域の社会資源の活用や関係団体、ＮＰＯ法人な

どの住民組織との協働を推進しつつ、木曽圏域の他町村や障害者総合支援セン 
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ターと連携し、地域生活支援拠点の整備を進めます。また、ひだまり工房等

の就労継続支援施設や地域活動支援センターの整備、事業を推進するとともに、

障がい者自身のニーズや就労能力に応じた就職・就労継続のため、木曽圏域障

害者就業・生活支援センターと連携して支援を行います。 

 

５ 文化活動・スポーツ活動の参加促進 

県の障がい者文化・芸術祭や町民展、郡・県障がい者スポーツ大会などへの

参加を促進します。また、町内の障がい者や多くの住民が、身近な地域行事や

レクリエーションなどで交流できる機会を設けます。 
―用語説明― 

 ※１【虐待防止センター】障害者虐待防止法が平成 24 年 10 月 1 日より施行されたことにより、障

害者虐待に関する通報や虐待を受けた障害者本人からの届出の窓口としてセンターを設置し、

市町村がその機能を果たすこと。 

 

（４）達成目標 

 ５年前 現在 ５年後 ７年後 

施設入所者数 12 人 14 人 14 人 12 人 

地域生活移行者数 ０人 １人 ３人 ０人 

一般就労移行者数 １人 １人 １人 １人 

障害者グループホーム

施設数 
０箇所 １箇所 １箇所 １箇所 
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第第３３章章  健康で元気なハッピーライフ  

 

 

 ５ 生涯学習の推進   

 

（１）現状と課題 

今日、社会環境の変化の激しい社会にあって、人々は自己の充実や生活向上の

ため、適切かつ豊かな学習の機会を求めています。必要に応じ、自己に適した手

段・方法等自ら選び主体性を持って、生涯にわたって学習していこうとする生涯

学習のニーズが高まってきています。 

町民の多様な生涯学習活動を支援し、その活動を充実させることは、創造的で

心豊かな人材を各分野で育成することに繋がります。また、次世代を担っていく

若者世代の生涯学習活動への参加及び協力体制を整えることにより、新たな「ま

ちづくり」を推進する原動力を生み出していくと期待されます。 

町では、「生涯学習推進構想」に基づき、生涯学習の重要性を町民とともに考え、

生涯学習社会の実現を目指し、学習の場、学びの場の機能を充実する必要があり

ます。 

 

（２）施策の方向 

 学校で学ぶだけでなく、「生涯」にわたって「学習」するため、すべての町民が

主体性をもって、「いつでも」、「どこでも」、「だれとでも」、「いつまでも」の学

習活動ができ、その成果が還元される生涯学習社会の実現を目指します。そのた

めに、学校・家庭・地域の積極的な連携を図りながら、それぞれの役割に従って

活動を進めます。 
 

（３）主要施策 

１ 各年代に応じた教育活動の充実 

学校、家庭、地域及び職場など社会のあらゆる分野において、それぞれが持

つ機能と役割が十分に発揮されるよう年代別に多角的な学習・教育活動の充実

を図ります。 

 

２ 関係機関の連携 

行政、教育委員会及び公民館、社会教育委員をはじめとする関係機関や生涯

学習に関わる民間の関係団体等との連携を密にして、施策の計画への参加、各

分野におけるリーダーの人材育成や人材確保に協力し、相互に教育力の活用を

図り、生涯学習関連施策の充実を目指します。 
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３ 情報と活動の場の提供 

町民の自発的な活動に必要な情報が、効率的に提供できるようなネットワー

クの整備や情報交換の場を創出し、啓発活動に積極的に取り組みながら、町民

の自覚と意欲を高めた学習活動を助長します。 

 

４ 地域コミュニティの維持、施設の整備・充実 

地域を支えるコミュニティの維持について、地域と共に考え、次世代を担う

若者世代との協働が行えるよう努めます。 

また、旧小学校施設等の有効利用を進めるとともに、生涯学習施設としての

南木曽会館、公民館・分館施設や社会体育施設の計画的整備や機能の拡充、充

実した利活用の促進に努めます。 

 

５ 仲間づくり、生きがいづくりを公民館活動と共に推進 

  町民が生涯学習・公民館活動を通じて活動の場所を広げることにより、居住

している地域以外の町民との仲間づくりや生きがいづくりを発見することが期

待されます。生涯学習・公民館活動に則した、町民自身が主役となれる活動を

推進します。 

 

６ 地域と連携した学校行事（信州型コミュニティースクール※1）の充実、部活

動への協力体制の強化 

  学校が、地域住民や保護者と教育目標を共有し、組織的・継続的な連携を可

能とする法律に基づいた制度で、南木曽町でも平成 28 年度から地域応援団運営

委員会を立上げ、小中学校と連携し、読書・ふれあい振興及び学習振興、総合

的な学習などに取り組んでいます。 

  学校のニーズ、要請に応じて人材を探すとともに、地域・学校・家庭・行政

が一体となり地域に根差した教育活動に努めます。 
―用語説明― 

 ※１【信州型コミュニティースクール】長野県が提唱する「各学校が地域との間に築き上げてきた
土台の上に、新たに(1)学校運営参画(2)学校支援(3)学校評価機能を一体的・持続的に実施
する仕組みを構築して、学校と地域住民の協働による地域に開かれた信頼される学校づく
り」のこと。 

 総戦 2-3-2 旧施設の利活用推進 教育委員会 

 総戦 4-3-1 土曜日の教育活動推進事業、体験学習の実施 教育委員会 
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第第３３章章  健康で元気なハッピーライフ  

 

 

 ６ 生涯健康づくりの推進     

 

（１）現状と課題 

急速な少子高齢化、核家族化とともに、食生活の変化や運動不足を原因とする

高血圧症・高脂血症・糖尿病等の生活習慣病有病者が増加し、生活習慣病から人

工透析や要介護状態になる人も増加しています。がんによる死亡は、全死亡の

55％（平成 28 年度）で年々増加傾向にあり、国民健康保険医療費でも医療費分析

では１位となっており全体の 23％と増加しています。早期発見と重症化予防が喫

緊の課題となっています。年々増大する医療費等の社会保障費が深刻な問題にな

っており、これらを支える負担も、今後大きくなることが予想されます。 

健康づくりには、まずは自分の体を知り自己管理することが必要であるため、

町では健康診査・各種がん検診・保健指導等の保健予防に取り組んでいますが、

受診率の向上が課題となっています。また、長年続けた生活習慣は変えることが

難しくなるため、幼児期･学童期･若年期からの取り組みが必要です。今後は地域

づくりの視点から保育園・教育機関・生涯学習・商工・農業・なぎそチャレンジ

クラブ・医療機関等関係機関の連携から予防への取り組みが重要となっています。 

 

（２）施策の方向 

 健康づくりには、住民一人ひとりが、心身機能の維持及び向上に取り組むこと

が必要です。そのため、「健康づくり計画」を指針として、健康についての正しい

情報を選択して食事や身体活動等の生活を自らコントロールしていけるよう、健

診や保健指導等については情報の見える化に取り組み、住民との情報共有に努め

健康づくりについての啓発活動を行います。 

 また、健診受診率の向上のための未受診者対策に取り組みます。受診しやすい

健診体制については地区巡回型での実施や健診料金について検討し、特に増え続

けるがん死亡への対策について早急に取り組みます。 

また、個人の健康は、社会環境の影響を受けやすいため、医療機関、福祉機関、

教育機関、企業及び地域の関係者等と連携を図りながら、住民が主体的に行うこ

とができる健康増進の取り組みを総合的に支援します。 
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（３）主要施策 

１ 妊婦健診等母子保健事業の充実 

安全安心な妊娠・出産ができるよう、医療機関と連携しながら、妊婦健診に

対する補助の継続と全妊婦との面談、出産後の乳児全戸訪問等を通して支援し

ます。 

子どもの健やかな成長、育児不安の軽減と多様化するニーズに応えるため、

乳児健診・幼児健診に専門スタッフを配置し実施するとともに相談事業・遊び

の教室なども個別支援を基本とした事業として関係機関との連携のもとで実施

します。 

  また、不妊等の悩みにも寄り添い、気軽に相談していただける体制づくりに

努めます。 

 

２ 特定健診、がん検診等の推進と疾病予防、重症化予防の取り組み 

生活習慣病予防のため、若い世代からのさわやか健診・国保特定健診・いき

いき健診の受診勧奨に努め受診しやすい地区巡回型などの実施方法や健診料金

など健診体制を検討するとともに、未受診者対策の実施により受診率向上に努

めます。また、健診の事後指導には情報の見える化を行い住民へのわかりやす

い情報提供に努めます。増え続けるがん死亡への対策として、早期発見のため

のがん検診は検診料金引き下げの検討により、受診率向上に努めます。また、

健康づくりに関する意識の向上のため、生涯学習・商工・公民館・学校・なぎ

そチャレンジクラブ等関係者と連携し、地域づくりを視点とした健康寿命延伸

の町「なぎそ」を目指します。 

 

３ 生涯にわたる食育の取り組み 

子どもから成人までが「食」に関心を持ち、主体的に自らの健康づくりに取

り組めるよう、健康学習や啓発活動により意識の向上を図ります。食生活の多

様化、ニーズの変化に沿えるように、個別の支援を中心に、家庭・保育園・学

校・地域と連携し、世代で途切れることのない食育支援を目指します。 

 

４ 予防接種と感染症対策の充実 

予防接種法に基づき事故防止に努め医療機関との連携のもとで実施します。

また、国の動向を見ながら新たな予防接種については補助制度の導入を検討し、

医療機関と連携を密にして、安全で適切な予防接種が行えるよう支援します。

新型インフルエンザ等の流行に備え、｢新型インフルエンザ対策行動計画｣に基

づき、感染の拡大防止を図ります。 

 

５ 精神保健事業・難病保健事業の充実 

心の健康、精神疾患について理解を深めるため、心の健康保持や精神疾患等

正しい情報の提供・啓発活動を実施し、地域みんなで支えあえる体制づくりに 
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努めます。 

気軽にメンタルヘルスケアを受けられるよう、こころの相談室等相談できる

機会の充実と啓発に努めます。 

また、難病患者には、木曽保健福祉事務所と連携しながら、日常生活上の相

談の充実を図り支援します。 

 総戦 4-2-1 妊婦一般健康診査等の支援、出産祝金の支給、不妊・扶育治療助成住民課 

 総戦 4-3-2 学校給食への地元食材利用 産業観光課・教育委員会 

 総戦 4-2-3 子どもの医療費無料、乳幼児一般健康診査、任意予防接種助成事業住民課 

 

（４）達成目標 

 ５年前 現在 ５年後 ７年後 

さわやか健診 

（20 歳～39 歳） 
18.3% 25.1% 30.0% 30.0% 

いきいき健診 

（75 歳～ ） 
12.8% 11.6% 30.0% 30.0% 

国保特定健診受診率 41.0% 61.1% 60.0%以上 70.0%以上 

胃がん検診（町対象者） 11.5% 9.8% 20.0% 20.0% 

大腸がん検診 

（町対象者） 
21.3% 20.8% 30.0% 30.0% 

乳がん検診（町対象者） 21.3% 20.7% 30.0% 30.0% 

子宮がん検診 

（町対象者） 
14.5% 15.6% 20.0% 20.0% 
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 ７ 生きがいと健康のスポーツ振興    

 

（１）現状と課題 

交通網など近代化が進んだ現在、日常的に歩いたり、野山を散策する機会が減

少し、どの年代も体力の低下が顕著となっています。 

健康の保持・増進のためには、基本的な体力づくりや運動習慣が欠かせなくな

っています。幼少時から高齢者まで、目的に見合った気軽な運動やスポーツ活動

をすることが重要です。 

一方で、余暇時間の増加に併せてスポーツが趣味として普及し、これを続ける

ことは、「生きがいづくり」及び「仲間づくり」にも繋がり、体力面以外にも多く

の効果が期待されます。 

生涯学習社会の実現、長寿社会への対応のためにも、「いつでも」、「どこでも」、

「だれとでも」、「いつまでも」親しみ楽しめる運動や、スポーツが実践できるよ

うな環境や施設の整備が必要になっています。 

 

（２）施策の方向 

スポーツ活動を地域の文化として捉え、生涯スポーツの振興を図ります。 

多様な目的を持った人々が集えるなぎそチャレンジクラブ（総合型スポーツク

ラブ）の運営を支援し、スポーツを通したまちづくり・地域づくりに貢献してい

きます。 

学校、スポーツクラブ、体育協会やスポーツ少年団、公民館、健康福祉など、

様々な分野において、スポーツが楽しめる環境づくり、機会づくりを推進するた

めに、小中学校施設、社会教育施設など、積極的な施設開放と計画的整備を進め

ながら、有効な利活用を推進します。 
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（３）主要施策 

１ なぎそチャレンジクラブ（総合型スポーツクラブ）への支援 

多様な目的の人が集えるなぎそチャレンジクラブの育成と安定的な運営に向

けた支援を行い、なぎそチャレンジクラブを基軸に、町全体のスポーツ活動・

健康づくりの体系化と組織再編を推進します。 

 

２ 健康づくりのスポーツ普及と競技スポーツへの支援 

子どもから高齢者・障害者まで、初心者からトップアスリートまでの幅広い

分野と、楽しみ・健康志向の人から競技志向の人まで、すべての住民が集い、

楽しめるスポーツ活動の普及と支援を進めます。 

 

３ 体育施設の整備・有効活用 

小中学校施設、社会教育施設等の既存施設は、積極的な施設開放と計画的な

整備を行って有効に活用し、住民が自主的にスポーツに取り組めるような施設

の整備を進めます。 

 

４ 町民スポーツ大会の開催 

  スポーツ大会は、従前から続いているチャレンジボール大会など継続的に大

会が運営できるように支援していきます。また、町民が参加しやすく楽しめる

ニュースポーツなど研究し、町民同士がスポーツを通じて交流を深める大会の

開催に努めます。 

 

５ 妻籠健康マラソン大会継続へ向けた支援 

  マラソン大会は、現在、実行委員会が自主運営し開催され、毎年、町内外か

ら約 1,000 人程度が参加しており、健康づくり・観光などあらゆる面で重要な

大会であると共に、運営するボランティアスタッフ同士の交流など深められて

います。 

今後も、継続的に自主運営の大会が行えるよう、実行委員会と協議など進め

支援していきます。 

 

 総戦 1-1-3 総戦 4-3-1 総合型スポーツクラブ支援 教育委員会 

 総戦 2-1-1 集客イベントへの支援   教育委員会 

 

（４）達成目標 

 ５年前 現在 ５年後 ７年後 

なぎそチャレンジクラブ

会員数 
--- 632 人 700 人 500 人 
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第第３３章章  健康で元気なハッピーライフ  

 

 

 ８ 公民館活動等の充実    

 

（１）現状と課題 

公民館は、戦後の郷土復興と民主主義を広めるために誕生し、それから 65 年の

歩みの中で社会教育の中核的な場として、学習の自由を守り「身近な地域で共に

学ぶ」を大切にしながら、集い・学びあい・繋がり合う活動実践から住民自治を

創造してきました。公民館が人づくり・居場所づくり・地域づくりの拠点として、

学びの場所、より深い交流の場所になることに大きな期待が寄せられています。 

一方では、人口減少、行財政改革等の流れや繋がりの希薄化等の社会的風潮、

人材不足から、住民自治の新たな取り組みが様々に模索されています。この様な

状況の中、社会教育機関である公民館が担うべき役割や位置付け等を明確にする

必要があります。また、生涯学習としても中核的な役割が期待されています。 

 

（２）施策の方向 

地域生活の課題に積極的に取り組み、町民のニーズや課題を的確に捉えながら、

個々のライフスタイルや年代に応じた学習活動を支援し、一層充実した活動に向

けて取り組みます。関係者の資質向上を図るとともに、南木曽会館、公民館分館、

社会教育施設の有効活用及びボランテイア活動など多方面にわたり牽引的な役割

を果たし、「生涯学習推進構想」の実現を図ります。 
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（３）主要施策 

１ 公民館活動の充実 

教養を高めるための講演会や講習会に集まる「集いの場」として、趣味を広

げたり勉強会をしたり豊かな人生に役立てる「学びの場」として、人と人の繋

がりを深め住みよい地域づくりに役立てる「仲間づくりの場」としての役割を

高めます。 

 

２ 公民館施設の整備 

自主的・自発的な学習体勢を支援するために「身近な学習拠点」及び「地域

コミュニティの拠点」として、利用しやすい施設を目指し、南木曽会館及び公

民館分館等の施設整備を進めます。 

 

３ 文化活動、文化サークルの育成 

文化イベントの開催、町民展(美術工芸展）、演劇、音楽会など優れた芸術・

文化に接する機会の提供に努めます。 

また、文化サークルをはじめとする各種サークル活動を幅広く育成・支援す

るとともに、相互交流や発表の機会の充実に努めます。 

 

４ 講演会、映画祭等の行事開催 

  町民が参加しやすく、時代にあった講演会を企画し、今後の「公民館活動」

及び「生涯学習」など、町民一人ひとりが主役となり、学習・活動に役立てる

ことができるように努めます。 

  また、映画は、「ＤＶＤ」、「Blu-ray Disk」の販売やレンタル化等各家庭で身

近に鑑賞する環境が整ってきていますが、子どもから大人まで、誰でも楽しく

大画面で映画を鑑賞する機会の提供に努めます。 

 

５ 仲間づくり、生きがいづくりを生涯学習と共に推進 

  町民が生涯学習・公民館活動を通じて活動の場所を広げることにより、居住

している地域以外の町民との仲間づくりや生きがいづくりを発見することが期

待されます。生涯学習・公民館活動に則した、町民自身が主役となれる活動を

推進します。 

 

 総戦 1-1-3 公民館活動等支援 教育委員会 
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 ９ 文化財の保存と活用   

 

（１）現状と課題 

町には、歴史的な文化財が数多く残されおり、これまでも保存を行うとともに、

まちづくりにも積極的に活用してきました。 

「林家住宅」、「中山道」、「妻籠宿保存地区」、「読書発電所関係施設」（「桃

介橋］「読書発電所」「柿其水路橋」）といった国指定文化財や、「旧御料局名

古屋支庁妻籠出張所庁舎（山の歴史館）」、「田立の滝」、「田立の花馬祭り」

などの県指定文化財は、その代表的なもので、保存に併せて観光振興などを推進

しています。 

文化財としての活用を積極的に行うことが求められていますが、文化財として

の価値と認識を深めながら、正しい保存と活用を図る必要があります。 

小中学校での郷土学習において正しい知識を身に付けたり、地域においては、

古くからの伝統や慣習を大切にしていく姿勢の中から、文化財への理解と愛着が

育まれます。町民の文化財に対する心豊かな気持ちをもとにしながら、新たな文

化財の掘り起こしと活用が求められています。 

また、文化財のみならず歴史的な景観も残していくことが大切と考えます。 

 

（２）施策の方向 

有形文化財は、早期に調査を積極的に行うことで、その価値を確かめる必要が

あります。所有者や関係者の理解を得ながら確かな評価づくりを進め、必要によ

り指定文化財による保存と活用を進めます。 

無形文化財は、身近な地域の祭りや行事・伝統的文化を継承していくことが大

切です。生活様式や時代の変遷とともに、内容が変わることもありますが、でき

るだけ早い機会に適切な記録や考証を残し、文化財としての評価と保存活用を実

施します。 

また、日本遺産に認定されたメリットを最大限引き出し友好的に、発信・活用

していきます。 
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（３）主要施策 

１ 指定文化財の保護・整備 

機会あるごとに町内の文化財調査を実施して、文化財としての評価を行いな

がら文化財台帳を整備していきます。同時に、所有者や関係者の理解を得なが

ら、積極的に町指定文化財への登録を進めるほか、国・県文化財としての準備

調査を実施します。 

 

２ 歴史文化遺産の保存伝承・活用 

文化財保存に併せ、周囲の自然景観も考慮した歴史的な景観について、保存

と整備を行います。町内に伝わる伝統的な祭礼や文化的行事、更には伝統的技

法などについての調査を行うとともに、活用を見据えた保存を進めます。 

 総戦 1-1-1 文化財の保存 教育委員会 

 総戦 2-1-1 伝統芸能保存 教育委員会 

（４）達成目標 

 ５年前 現在 ５年後 ７年後 

国文化財等指定数 ７箇所 ７箇所 ７箇所 ７箇所 

県文化財等指定数 ７箇所 ７箇所 ８箇所 ８箇所 

町文化財等指定数 49 箇所 50 箇所 51 箇所 50 箇所 
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 10 妻籠宿の保存と振興   

 

（１）現状と課題 

妻籠宿は、日本における集落保存の先駆けと住民運動の成功事例として、全国

的な知名度を持つに至っています。 

妻籠宿の特色をより確かなものとし発展させていくためには、単なる町並みや

集落保存の整備にとどまらず、これからも広大な自然環境までも含めた保存事業

を継承していくことが大切です。一方では、保存事業を中核としながらも観光振

興や定住化施策との連携が不可欠であり、最終的には、保存事業が地域振興に結

びつくことが常に求められています。 

地区内での世代交代、保存のための統制と観光事業や日常活動との擦り合わせ、

町内他地域との連携、町外転出者の理解など、現実的な課題を一つ一つ解決する

ことが求められています。 

 

（２）施策の方向 

保存事業の主体である保存物件（保存家屋など）の保存工事（重伝建工事）を

実施し、中山道整備工事などを継続的に実施しながら、周囲の景観も併せた保存

事業を推進します。 

行政と学者の意見を参考にしながら、(公財)妻籠を愛する会を中心に、住民主

体の保存活動を継続していきます。多くの課題解決のためには、(公財)妻籠を愛

する会や地域が関係団体と協議を進めながら調整を図る必要があります。町は行

政の立場から可能な支援を積極的に行い、歴史と文化の町にふさわしい整備を進

めます。 

また、日本遺産認定のメリットを最大限活かしながら PR していきます。 
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（３）主要施策 

１ 町並み・景観の整備 

保存事業の中核ともいうべき重要伝統的建造物群保存事業（通称：重伝建事

業）をこれまで通り継続して、歴史的な町並みを維持していくとともに、国史

跡であり保存地区の中心を貫く中山道整備工事を継続して実施します。また、

保存物件に指定されている物件を公開したり、活用する方策を検討します。そ

のためにも、行政と住民のパイプ役であり、保存運動のリーダー的立場にある

(公財)妻籠を愛する会との連携をより密接にするとともに、関係機関との協力

体制を強固なものにしていきます。 

 

２ 保存事業の充実・振興 

妻籠宿としての保存運動の意向を尊重し、町全体の土地利用や景観計画の中

にも保存地区としての位置付けを明確にしながら事業を充実させていきます。

保存優先としながらも、観光振興計画や定住化施策、更には世界遺産も視野に

入れた調査研究により、住民の定住促進と産業経済など多方面への波及効果を

可能にしていきます。 

 総戦 2-1-4 妻籠宿保存事業、歴史の道修理・修景、妻籠宿の日本遺産登録 

       妻籠宿の世界遺産登録に向けた調査・研究、中山道などの道路整備 

                                 教育委員会 

 総戦 4-3-5 大学連携推進組織の設立・研究、妻籠宿へのゼミ合宿等の誘致、サテライト

キャンパスの誘致活動、町並み保存運動の学問の構築 教育委員会 
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第第４４章章  みんなが元気で主役のまちづくり  

 

 

 １ 協働で行うまちづくり   

 

（１）現状と課題 

町では、少子高齢化及び過疎化の進行で、地域住民を主体とする地域活動が困

難になりつつあります。こうした中、７つの地域に「地域振興協議会」を設け、

地域課題を自らが解決していく仕組みの構築と、町政に町民の意見が反映される

よう努めています。 

今後、さらに活発なコミュニティ活動を推進していくためには、地域振興協議

会・行政区・ボランティア団体・ＮＰＯ法人・地域サークルなど身近なコミュニ

ティを中心に、連携強化を図る必要があります。広報・広聴活動の積極的な展開

により、住民と行政の信頼・協力関係を深め、町民が共に支えあう活発なコミュ

ニティづくりに努めていく必要があります。 

また、現在、町には27名（平成27国勢調査）の外国人の方が暮らしています。

人口全体に占める割合は、0.62%程度と少ない状況ですが、生活習慣や文化、価値

観が違っていても、同じ地域で暮らす住民として、みんなで支えあい安心して暮

らせる環境づくりが必要です。 

 

（２）施策の方向 

地域振興協議会・行政区・地域活動を行う団体やボランティア団体、ＮＰＯ法

人等の育成や活動支援を実施しながら「みんなで支えあうまちづくり」による住

民との協働を推進します。 

国などの地域づくりや集落支援員制度を活用し、地域活動の活性化を図ります。 

広く町民に行政施策を理解してもらい町民参加のまちづくりを進めるため、あ

らゆる手段を通じて行政情報や地域情報を提供する一方、町民の意見が町政へ届

くよう意見聴取の方法を検討し、機会の拡充を進めます。 

また、外国籍の住民が暮らしやすいまちづくりを進めるため、生活実態や課題

等を把握し、必要な情報提供などの支援を行いながら、住民の多文化共生
※１
に関

する意識を高めるための啓発活動と交流活動を推進します。 
―用語説明― 
※１【多文化共生】国籍や民族などの異なる人々が、互いの文化的違いを認め合い、対等な関係を

築こうとしながら、地域社会の構成員として共に生きていくこと。 
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（３）主要施策 

１ 広聴・広報活動の充実 

  町政に関する情報を、広報なぎそ、町ホームページ、音声告知放送、防災無

線、ＣＡＴＶ文字放送及びメール配信など多様な媒体を活用し、町政が住民の

身近になるよう広報活動に努めます。特にホームページについては、町の魅力

が伝わるよう、コンテンツの充実に取り組みます。 

また、住民懇談会や気軽に対話のできるミニ集会、アンケート調査、パブリ

ックコメント、インターネットなど情報通信技術を活用した住民意向の把握等、

住民の声が行政参加に繋がるよう広聴活動の充実に努めます。 

 

２ 住民自治組織の活動の充実 

住民自治による地域活動を担い支える行政区、地域振興協議会及びまちづく

り会議等と連携する中で、地域づくり活動を積極的に推進します。 

 

３ まちづくり団体などの活動へ支援 

各分野においてまちづくり活動に取り組んでいる団体を把握し、各団体から

の相談に対応できるよう、様々な情報の収集および補助金などの情報提供、書

類作成などの事務的支援・助言等を行います。 

若者同士が出会い、自由な発想で活躍できる場の創出など、各種団体の企画

立案に協力し、まちづくりの活性化に努めます。 

国・県などの補助事業を実施する場合には、資金の一時立替えを行うなどの

活動支援を進めます。 

 

４ 国・県などの地域づくり制度等の活用 

都市部など地域外の人材を誘致し地域活動及びコミュニティ活動の活性化を

目指すため、集落の巡回・状況把握を行い集落の課題を解決する地域おこし協

力隊など、国・県の支援制度を積極的に活用します。 

 

５ 多文化共生のまちづくりの推進 

  外国籍の住民に限らず福祉、医療、災害や教育などに不安を感じないよう、

国・県による生活ガイドブックやパンフレットの配布、生活相談を行うととも

に、町が実施する子育て支援や生涯学習活動等の情報を提供し、多様性を活か

した豊かな暮らしやすい環境を整備して多文化共生のまちづくりを進めます。 

 

６ ボランティア団体・ＮＰＯ法人などの育成と支援 

営利を目的としない公益的な地域活動や福祉活動を行うボランティ

ア団体・ＮＰＯ法人などの設立や運営・活動のために必要な支援を行い、活発

なコミュニティー活動を推進していきます。 
 総戦 1-1-3 地域振興協議会への支援、まちづくり会議（総戦 3-2-2 再掲）、タウンミー

ティングの開催、若者意見交換会の開催、コミュニティースペースの整備



第10次南木曽町総合計画 基本計画 第４章  
 

- 129 - 

 

戦略室 

 総戦 2-1-3 ふるさと納税の拡充 戦略室  

 総戦 2-3-1 町内出身者に向けた情報の発信、地域おこし協力隊支援 戦略室 

 総戦 2-3-2 地域おこし協力隊支援 戦略室 

 総戦 4-1-1 ホームページ・移住相談窓口の充実 戦略室 

   
（４）達成目標 

 ５年前 現在 ５年後 ７年後 

ＮＰＯ法人数 １法人 ２法人 ３法人 ３法人 

地域おこし協力隊員数 --- ５人 ６人 ６人 

地域づくり・ 

元気支援実績 

６団体 1,929

千円 

10 団体 8,625

千円 

10 団体 7,000

千円 

10 団体 7,000

千円 

ＨＰからの 

問い合わせ数 
32 件 54 件 100 件 150 件 
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第第４４章章  みんなが元気で主役のまちづくり  

 

 

 ２ 男女共同参画社会の形成 

 

（１）現状と課題 

女性も男性も性別に関りなく、その個性と能力を十分に発揮できる男女共同参

画社会の実現は、過疎化・少子高齢化が進行する地域社会を維持していく上で、

一層重要な課題となっています。 

町では、平成 15 年に計画期間５年の「第１次男女共同参画計画」を策定し、男

女共同参画社会実現という新しい課題に向けた取り組みを始めました。平成 20

年には「第２次男女共同参画計画」を策定し、これらの行動計画に基づき男女共

同参画社会の実現に向けて地道に取り組んできました。「第３次南木曽町男女共同

参画計画」は、平成 20 年度からの第２次計画を継承しながら、平成 25 年度から

スタートとしましたが、平成 27 年度に成立した女性活躍推進法を整合性をとるた

めに、平成 28 年度に一部修正を行っています。 

これまでの取り組みによって、家庭・職場・地域社会での男女共同参画意識は、

徐々に浸透してきているものの、今なお慣習に基づいた固定的な役割分担意識、

社会的慣行などが根強く残されており、今後もあらゆる場における男女平等意識

の啓発及び男女共同参画の視点に立った取り組みが必要です。 

また、多様化する価値観やライフスタイル、進行する少子高齢化に適切に対応

しながら男女が共に生きやすい社会を実現していくためには、子育て支援や介護

支援の環境整備等を一層充実していく必要があります。 

 

（２）施策の方向 

住民一人ひとりが性別に関わりなく、どんな場面でもその個性と能力を十分に

発揮できるよう、社会的慣行や固定的な役割分担意識を解消するための教育や学

習の機会を創設します。また、職場や地域において男女が共に参画しやすい環境

を目指して、育児・介護等の場における男女共同参画の意識の普及・啓発、人権

の尊重、仕事と家庭生活の調和がとれた環境づくりなどの条件整備を推進します。 

 



第10次南木曽町総合計画 基本計画 第４章  
 

- 131 - 

 

 

（３）主要施策 

１ 教育・学習の促進 

一人ひとりの意識改革を進めるため、継続して積極的な広報や啓発活動を行

うほか、男女共同参画に関する情報の提供や学習の機会を設けます。学校や家

庭・地域・職場での学習を推進するほか、個人の価値観の形成に重要な幼少期

からの人権意識や男女の平等意識を育むための教育や学習を推進します。 

 

２ 男女が共に活動できる社会の実現 

募集・採用や配置・昇格・賃金等の男女間の格差をなくすよう企業等への啓

発に努めます。また、議員や委員、地域役員等に男女が共に参画し、行政や地

域社会に男女それぞれの意見を反映させることの重要性を訴え、女性の参画を

促します。併せてワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）を実現する

ため、子育て支援体制や介護支援体制の充実を図ります。 

さらに、少子高齢化社会に対応した地域社会を構築するため、保健、福祉、

医療、教育及び文化等、総合的なネットワークづくりを進め、男女が年齢に関

わりなく地域活動や生涯学習を通して地域社会へ参画できる環境づくりを進め

ます。 

 

（４）達成目標 

 ５年前 現在 ５年後 ７年後 

行政機関等への女性登用率 19.5% 21.2% 35%前後 31.5% 

地域組織における女性の割合 35.2% 28.7% 40%前後 38.3% 
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第第４４章章  みんなが元気で主役のまちづくり  

 

 

 ３ 事務事業の効率化、公共施設の適正管理と広域行政の充実  

 

（１）現状と課題 

事務事業の効率化では、町の自立推進計画を指針として、民間委託等の推進や

各種事務事業の見直しを進めてきました。また、平成28年には新たな町の執行部

体制のもと、組織機構改革を行うとともに、引き続き民間委託等の推進や各種事

務事業の見直しも進めてきました。今後は自立推進計画の精神を総合計画に引き

継ぎ、事務事業の効率化に努めてまいります。社会情勢の変化等による新たな行

政課題への対応や住民サービスの向上を図るために、その時々に応じた役場の組

織機構や職員定数を見直すと同時に、人材の確保と職員の資質の向上に努めるこ

とも重要となっています。 

広域行政では、主に木曽広域連合及び一部事務組合による各種事務事業の処理

や木曽下伊那・中津川県際交流協議会での広域観光事業等を展開しています。ま

た、国道・県道や直轄砂防事業等については、各種同盟会や協議会活動を通じて

事業の推進を図っています。今後も引き続き事務事業のより一層の効率化を図る

ために、広域行政のあり方の検討を進める必要があります。 

 

（２）施策の方向 

厳しい財政状況の中で、限られた資源（人員、財源）を有効に活用するために、

職員の資質の向上や人材の確保とともに、今後も事務事業の見直し、事務の効率

化を推進します。 

多様化・高度化する行政事務や広域的な整備が必要なインフラ基盤整備などに

対応するため、木曽広域連合や近隣町村との連携を強化し、行政事務の共同化や

効率的な施設整備などを図ります。 
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（３）主要施策 

１ 事務・事業の効率化の推進 

自助、共助、公助の基本的な考えに立って、各種事務事業の成果に基づく事

業の拡充・継続・縮小・廃止など、評価・見直しを継続して実施します。また、

計画期間満了後には、実施に対する検証を行いながら、事務事業の効率化を図

ります。 

必要に応じて役場の組織機構などの見直しも実施するとともに、民間活力の

活用が期待できる指定管理者制度の拡充や業務の委託等について研究します。 

 

２ 人材の確保と育成 

  社会情勢の変化や情報化の進展等に伴い複雑・煩雑化する事務や高度化する

情報技術に的確に対応するため、人材の確保に努めるとともに各種研修やスキ

ルアップセミナー等への参加を積極的に進め、人材育成に努めます。 

  また、平成 28 年度に導入した人事評価制度の適切な運用により、組織力の向

上を図ります。 

 

３ 公共施設等総合管理計画に沿った公共施設の適正管理 

これまで町では、拡大する行政需要や住民ニーズの高まりにより多くの公共

施設を整備してきました。その結果、町が所有する公共施設は、役場庁舎など

の行政施設、義務教育を提供するための小中学校、南木曽会館や社会体育館な

どの多くの住民の方に利用される文化施設やスポーツ施設、また公営住宅など

多岐にわたっています。しかし、人口減少や少子高齢化が進むなど、社会の構

造や住民ニーズが当時とは大きく変化しており、公共施設のあり方を改めて見

直す必要性に迫られています。また、これまで整備してきた公共施設が老朽化

してきており、近い将来多くの公共施設が一斉に改修・更新時期を迎え、多額

の維持更新費が必要になることが見込まれます。 

そこで、公共施設の維持更新費をいかにして適正な水準に抑えていくかが、

喫緊の課題であるといえます。計画的に効率よく公共施設の整備や維持管理を

行い、施設の長寿命化を図ると共に、公共施設の利活用促進や統廃合を進める

ことで将来負担の軽減を図り、町政運営上の健全性を維持するために南木曽町

公共施設等総合管理計画に基づき公共施設の適正管理を図ります。 

 

４ 広域行政の充実強化 

消防・防災、ごみ・し尿処理、福祉・医療、観光・交流等の各分野のほか、

インフラ整備、情報基盤の整備などにも、引き続き木曽広域連合や近隣の町村

と連携を図りながら、広域的な取り組みを拡充・継続します。 



 第 10次南木曽町総合計画 基本計画 第４章 
 

- 134 - 

 

第第４４章章  みんなが元気で主役のまちづくり  

 

 

 ４ 計画的な行財政運営     

 

（１）現状と課題 

「自立推進計画」の実施により、財政健全化法※１の指標である実質公債費比率
※２は、平成 19 年の 21.9%から平成 29 年度には 6.9%までに改善し、公営企業会計
※３を含む公債費残高は、平成 19 年の 96 億円から 59 億円と縮小しました。同様

に、財政健全化法の指標である将来負担比率※４は、平成 19 年の 177.7%から平成

29 年には 12.5%まで改善しました。 

しかし、町は自主財源である町税等の収入が低いため、地方交付税等、国・県

から交付される財源に頼らざるを得ない状況にあります。急激な人口減少に伴う

普通交付税収入の減少など、財政規模の縮小が見込まれることから、「南木曽町総

合計画」の実現に向けた更なる健全財政への取り組みが必要となっています。 

 

（２）施策の方向 

 「南木曽町自立推進計画」の精神を引き継ぎ、簡素で効率的な行財政運営を確

立するとともに、住民負担のあり方を再構築しながら、「南木曽町総合計画」の実

現と財政の健全化を目指します。 

 総合計画に盛り込まれた大型事業や公債費などの将来負担に対して、適切に対

処するとともに、事務事業における行政改革を進めます。 

 また、自主財源の確保に努め、その有効活用と主要事業への重点配分を図りま

す。 

―用語説明― 

※１【財政健全化法】財政破綻を未然に防ぐため、新たな指標で財政をチェックし、危険な兆候が

ある場合には早期かつ、計画的に健全化を図るために平成 19 年に制定された法律で、平成

19 年度決算から指標の公表が義務付けられた。正式名称は、「地方公共団体の財政の健全化

に関する法律」といいます。 

※２【実質公債費比率】財政健全化法によって新たに導入された４つの指標の一つです。 

実質公債費比率は、実質的な公債費（地方債の元利償還金）が財政に及ぼす負担を表す指標

です。毎年度経常的に収入される一般財源のうち、公債費や公営企業債に対する公債費分繰

出金等、公債費に準ずるものをすべて含めた実質的な公債費相当額（普通交付税で措置分は

除く）に充当されたものの割合です。通常、前３年度の平均値を使用します。 

18%以上の団体は、地方債の発行に際し許可が必要となり、25%以上の団体は、単独事業に係

る地方債が制限される早期健全化団体となり、35%以上の団体は、財政再生団体となります。 

※３【公営企業会計】町の場合は、簡易水道特別会計、下水道事業特別会計、農業集落排水事業特

別会計、浄化槽市町村整備事業特別会計、妻籠宿有料駐車場特別会計をいいます。 

※４【将来負担比率】財政健全化法によって新たに導入された指標の一つです。 

将来負担比率は、一般会計等が将来負担すべき債務（公営企業会計や一部事務組合等の債務を

含む）が標準的な財政規模の何倍あるかを表す指標です。この指標が 350%以上の団体は、早期

健全化団体となります。 
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（３）主要施策 

１ 有効な財源の確保と行財政の健全化（自立推進計画） 

「南木曽町自立推進計画」の精神を引き継ぎ、「南木曽町総合計画」に盛り込

まれた大型事業等に対処する各種基金の積み増し、将来の負担を軽減する公債

費の繰上償還を進めるとともに、事務事業における経常経費の削減と公債費の

抑制を図ります。 

また、町有財産の有効活用や各種使用料を見直しながら、自主財源の確保と

地域や住民ニーズを基礎とする主要事業への財源の重点配分を進めます。 

これらによって、財政の健全化を目指します。 

 

２ 町の公債費 50 億円台を維持 

町の借金である公債費の繰上償還と公債費の抑制に努め、公債費残高 50 億円

台を維持します。 

また、財政調整基金の現在残高 7.8 億円を将来目標額 12 億円と設定し、財政

健全化の指標である将来負担比率の改善に取り組みます。 

 

３ 町の実質公債費比率を 10％前後に抑制 

「南木曽町総合計画」に盛り込まれた施策を具体化する事業の実施計画（毎

年度策定）において、主要事業を選択し公債費の抑制に努めるとともに、過疎

対策事業債など交付税措置のある有利な起債や国・県の制度事業を活用し、将

来の財政負担の軽減を図ります。 

あわせて、公債費の繰上償還、下水道事業債の平準化等を進め、財政健全化

の指標である実質公債費比率を 10%前後に抑制します。 

 

４ 地方公営企業の経営健全化 

公営企業を取り巻く経営環境が厳しさを増している中で、必要なサービスを

将来にわたり安定的に継続するためには、自らの判断と責任に基づき、公営企

業の経営健全化等に取り組むことが必要です。国では、平成27年度から平成31

年度までの５年間を集中取組期間として、下水道事業及び簡易水道事業を中心

に、中長期的な経営の基本計画である「経営戦略」の策定や公営企業会計の適

用等を通じ、経営基盤の強化と財政マネジメントの向上等に取り組むことを市

町村に要請しています。 

  当町においても、平成 32 年４月を目標に、経営戦略の策定する簡易水道事業、

下水道事業、農業集落排水事業について、公営企業会計の法適化を目指してい

ます。これにより、将来にわたって安定的に事業を継続していくための経営健

全化を図ります。このほかの公営企業についても、「統一的な基準による公会計

の財務書類」を作成・公表し、経営の健全化に努めます。 
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（４）達成目標 

 ５年前 現在 ５年後 ７年後 

公債費 74 億円 59 億円 50 億円台 61 億円 

実質公債費比率 12.5% 6.9% 10%前後 11.2% 
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第第４４章章  みんなが元気で主役のまちづくり   

 

 

 ５ 住民ニーズに対応できる健全な組織の構築運営 

 

（１）現状と課題 

町の組織機構は、平成 17 年度から３課による大課制（３課１室１局１委員会

14 係）を取っていましたが、地方分権の推進や町を取り巻く情勢の変化による新

たな行政課題に対応するため、平成 22 年に４課体制（４課１室１局１委員会１４

係）に見直しを行いました。平成 28 年には、新たな町執行部体制のもと、町の重

要課題に集中的に対応することや子育て支援を一貫して継続的に取り組むことな

どを推進するため、５課体制（５課１室１局１委員会 18 係）に組織改革を行いま

した。 

第２次自立推進計画では、職員数の目標を平成 26 年に 79 名としていましたが、

保育園の３園維持への方針転換や新たな行政課題に対し適切に対応していくため

には、一定の職員数の確保が必要となっています。 

また、平成 18 年度から導入した指定管理者制度により、町の公の施設について

民間事業者等により運営管理をしていただいていますが、対象施設の拡大が大き

な課題となっています。 

 

（２）施策の方向 

 社会情勢の変化等による行政課題への対応や住民サービスの向上を図るため

に、効率的で効果的な組織体制の見直しを行っていきます。 

 職員定数については、極力抑制することを基本とする中で、行政課題や行政需

要の変化に適切に対応できるよう計画的な職員配置と定員管理に努めます。 

 また、町の施設及び業務に関して、指定管理者制度の積極的な活用など、民間

委託等の推進を図ります。 

 

（３）主要施策 

１ 組織改革の推進 

現在の５課体制（５課１室１局１委員会 18 係）を基本とし、町の重要施策

である定住推進、健康づくり、子育て支援に対し、重点的に取り組みます。社

会情勢の変化や新たな行政課題、また、多様化する住民ニーズに的確に対応し

ていくため、必要に応じて組織機構の見直しを行います。 

 

２ 職員の定員管理と給与水準 

  第２次自立推進計画では、地方分権の推進や法律の制定・改正等に伴う新た

な事務事業の増加及び個性的で魅力あるまちづくりの一層の推進のため、職員 
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数の目標を 79 名としました。しかし、リニア中央新幹線事業への対応、また、

町の喫緊の課題である定住施策の推進など、山積する行政課題に対応するため

には、一定の職員数の確保が必要です。今後も職員数は可能な限り抑制するこ

とを基本とする中で、事務事業の推移等も勘案して定員管理に努めていきます。 

  職員の給与については、国の人事院勧告に基づき給与改定等を実施してきま

した。今後も人事院勧告を基本として、給与水準の適正化に努め、総人件費の

抑制を図ります。 

 

３ 民間委託の推進 

  町では、公の施設の管理運営経費の節減と民間活力の導入を目的として、一

部施設について指定管理者制度を導入しています。今後も引き続き必要施設に

ついて指定管理者制度による管理を進めるとともに、町の業務において民間委

託が可能なものについては、できるだけ委託の方向で検討を進めます。 

 

（４）達成目標 

 ５年前 現在 ５年後 ７年後 

職員数 81 名 84 名 82 名 93 名 

指定管理者による施設数 ９施設 ９施設 10 施設 ９施設 
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